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一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会

【本日の主旨】

本年4月1日施行の「改正物効法」、「改正トラック法」を踏まえ、法令を遵守すべく、自工会・部
工会のもので内容が一致する物流「自主行動計画（23年12月策定）」 にその改正内容を反
映、また自主行動計画の本改訂に基づき、これまで部工会で作成してきた「物流支援ツール」の
見直しを実施したため、双方の内容を業界の考え方として周知・浸透を図ると共に、目指すべき
水準の明確化・徹底を図る。



アジェンダ

# 議題 説明者 時間

1 冒頭挨拶
自工会 物流部会
本田技研工業㈱ サプライチェーン購買本部
二輪・パワープロダクツ生販物流部 部長 永野岳人氏

2分

2 物効法・トラック法の改正内容について
国土交通省
物流・自動車局貨物流通事業課 室長 佐藤和義様
物流・自動車局物流政策課 課長補佐 五十嵐俊祐様

30分

３ 自主行動計画の改訂について
自工会 物流部会
トヨタ自動車㈱ 物流管理部 グループ長 伊藤康人氏

10分

4 物流支援ツールの見直しについて
部工会 物流WG
マレリ㈱ 物流部 部長 入間晴之氏
豊田合成㈱ 生産管理部 部長 森昇治氏

20分

5 運送業界の取組紹介
公益社団法人 全日本トラック協会
企画部 部長 金子貴史様

15分

6 質疑応答 10分

７ 最後に（事務連絡） 事務局 3分

Zoom上のチャットにてご質問をお願いします。



【国土交通省 物流・自動車局物流政策課】

改正物効法
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Ⅰ．新物効法の概要
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「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」の概要

１．荷主・物流事業者に対する規制的措置 【流通業務総合効率化法】

○物流は国民生活・経済を支える社会インフラ。物流産業を魅力ある職場とするため、働き方改革に関する法律が2024年４月から適用される一方、
物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面。
・ 何も対策を講じなければ輸送力不足の可能性。
・ 荷主企業、物流事業者（運送・倉庫等）、一般消費者が協力して我が国の物流を支えるための環境を整備。

○軽トラック運送業において、死亡・重傷事故件数は最近6年で倍増。
→以下の施策を講じることにより、物流の持続的成長を図ることが必要。

背景・必要性

改正法の概要

【荷主等が取り組むべき措置の例】＜パレットの導入＞

バラ積み・バラ降ろしに
よる非効率な荷役作業

パレットの利用による
荷役時間の短縮

○運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等について記載した書面による交
付等を義務付け＊2 。

○元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。

○下請事業者への発注適正化について努力義務＊3 を課すとともに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化に関する管理規程の作成、責任者の選
任を義務付け。 

＊2・3 下請関係に入る利用運送事業者にも適用。

○軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保するための管理者選任と講習受講、②国交大臣への事故報告を義務付け。

○国交省HPにおける公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。

２．トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

３．軽トラック事業者に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

○①荷主＊1（発荷主・着荷主） 、②物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）
に対し、物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判
断基準を策定。
＊1 元請トラック事業者、利用運送事業者には荷主に協力する努力義務を課す。また、フランチャイズチェーンの本部にも荷主に準ずる義務を課す。

○上記①②の取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。
○上記①②のうち一定規模以上のもの（特定事業者）に対し、中長期計画の作成や定期報告等を義務
付け、中長期計画の実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。

○特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義務付け。
※法律の名称を変更。
※鉄道・運輸機構の業務に、大臣認定事業の実施に必要な資金の出資を追加。〈予算〉

一部を除き令和７年４月１日施行

⇒令和８年４月１日施行

令和７年４月１日施行

⇒令和８年４月１日施行

令和７年４月１日施行

（公布日：令和６年５月15日）



運転

5:54

休憩

1:54

荷待

1:28

荷役

1:34

点検等

0:57

平均拘束時間
11時間46分

【荷主等が取り組むべき措置の例】

荷主・物流事業者に対する規制的措置のポイント  

○①荷主*（発荷主、着荷主）、②物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、物流効率化のた
めに取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。
＊ 元請トラック事業者、利用運送事業者には荷主に協力する努力義務を課す。また、フランチャイズチェーンの本部にも荷主に準ずる義務を課す。

○上記①②取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。

○上記①②の事業者のうち一定規模以上のもの（特定事業者）に対し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、
努力義務に係る措置の実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。

○特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義務付け。

※法律の名称を「物資の流通の効率化に関する法律」に変更。
※鉄道・運輸機構の業務に、大臣認定事業の実施に必要な資金の出資を追加。〈予算〉

バラ積み・バラ降ろしに
よる非効率な荷役作業

パレットの利用による
荷役時間の短縮

【荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳】

荷待ち・荷役
3時間超

荷主・物流事業者間の商慣行を見直し、荷待ち・荷役等時間の削減や積載効率の向上等を図る。

取り組むべき措置 判断基準（取組の例）

荷待ち時間の短縮
適切な貨物の受取・引渡日時の指示、
予約システムの導入 等

荷役等時間の短縮
パレット等の利用、標準化、
入出庫の効率化に資する資機材の配置、
荷積み・荷卸し施設の改善 等

積載効率の向上等
余裕を持ったリードタイムの設定、
運送先の集約 等

【荷主・物流事業者の「取り組むべき措置」「判断基準」】

パレット導入

すべての事業者

一定規模以上の事業者
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（１）トラックドライバーの運送・荷役等の効率化の推進の意義・目標
・ 物流は、国民生活や経済活動を支える不可欠な社会インフラであり、安全性の確保を前提に、荷主・物流事業者・施設管理者等
の物流に関わる様々な関係者が協力し、令和10年度までに、以下の目標の達成を目指す。
① トラックドライバー１人当たり年間125時間の拘束時間の短縮（１回の受渡しごとの荷待ち時間等１時間以内など ）
② 全体の車両で積載効率44％に増加（５割の車両で積載効率50%を実現など）

（２）トラックドライバーの運送・荷役等の効率化の推進に関する施策
・ 国と地方公共団体は、自らが荷主や施設管理者になる場合、率先してドライバーの運送・荷役等の効率化に資する措置等を実施
・ 国は、設備投資・デジタル化・物流標準化、モーダルシフト、自動運転トラック・ドローン物流の実用化、物流人材の育成等を支援

（３）トラックドライバーの運送・荷役等の効率化に関し荷主・物流事業者等が講ずべき措置
・ 積載効率の向上等 ・ 荷待ち時間の短縮 ・ 荷役等時間の短縮

（４）集貨・配達に係るトラックドライバーへの負荷の低減に資する事業者の活動に関する
国民の理解の増進

・ 再配達の削減や多様な受取方法等の普及促進 ・ 「送料無料」表示の見直し
・ 返品の削減や欠品に対するペナルティの見直し

（５）その他トラック運送サービスの持続可能な提供の確保に資するトラックドライバーの
運送・荷役等の効率化の推進

・ 物流に関わる多様な主体の役割（地域の産業振興やまちづくりとの連携、経済界全体での理解増進 等）

・ トラックドライバーの運送・荷役等の効率化の前提（中継輸送拠点の整備、「標準的運賃」の浸透 等）

基本方針のポイント ※本年（2025年）４月１日施行

【荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳】

荷待ち・荷役
3時間超
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○国交省・経産省・農水省３省の審議会の合同会議※の取りまとめを踏まえ、本年４月１日より、新物効法に
基づく運送・荷役等の効率化に向けた基本方針、荷主・物流事業者の努力義務、判断基準等を施行。

新物効法の施行に向けた検討状況

※交通政策審議会 交通体系分科会 物流部会・産業構造審議会 商務流通情報分科会 流通小委員会・食料・農業・農村政策審議会 食料産業部会 物流小委員会 合同会議

運転

5:54

休憩

1:54

荷待

1:28

荷役

1:34

点検等

0:57

平均拘束時間
11時間46分

（ドライバー実態アンケート調査(R6)より）



①積載効率の向上等

・ 複数の荷主の貨物の積合せ、共同配送、
帰り荷の確保等のための実態に即した
リードタイムの確保や荷主間の連携

・ 繁閑差の平準化や納品日の集約等を
通じた発送量・納入量の適正化

・ 配車システムの導入等を通じた配車・
運行計画の最適化 等

荷主・物流事業者等の判断基準等のポイント ※令和７年（2025年）４月１日施行

②荷待ち時間の短縮

・ トラック予約受付システムの導入や混雑
時間を回避した日時指定等による貨物
の出荷・納品日時の分散 等

※ トラック予約受付システムについては、単に
システムを導入するだけでなく、現場の実態
を踏まえ実際に荷待ち時間の短縮につなが
るような効果的な活用を行う

③荷役等時間の短縮

・ パレット等の輸送用器具の導入による
荷役等の効率化

・商品を識別するタグの導入や検品・返品
水準の合理化等による検品の効率化

・ バース等の荷捌き場の適正な確保による
荷役作業のための環境整備

・ フォークリフトや荷役作業員の適切な配
置等によるトラックドライバーの負担軽減
と積卸し作業の効率化 等

＜荷主・物流事業者の判断基準等＞
○すべての荷主（発荷主、着荷主）、連鎖化事業者（フランチャイズチェーンの本部）、物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に
対し、物流効率化のために取り組むべき措置について努力義務を課し、これらの取組の例を示した判断基準・解説書を策定。

パレットの利用や検品の効率化

＜荷主等の取組状況に関する調査・公表＞
○荷主等の判断基準について、物流事業者を対象として定期的なアンケート調査を行い、上記①～③の取組状況を把握する
とともに、これらの回答の点数の高い者・低い者も含め公表（点数の低い者の公表を検討する際は、ヒアリング等により適切に実態を把握する）。

＜物流に関係する事業者等の責務＞
○荷主等に該当しない、施設管理者、商社、ECモールの運営事業者、物流マッチングサービス提供事業者など、運送契約や貨
物の受け渡しに直接関係を持たないものの商取引に影響がある者についても、その取組方針や事例等を示すことを検討。

地域における配送の共同化 トラック予約受付システムの導入

② 11:00 予約

予約システムで
来てもらう時間を
整理しよう

① 10:00 予約



特定事業者の指定基準等のポイント ※令和８年（2026年）４月施行

特定荷主・特定連鎖化事業者

取扱貨物の重量 ９万トン以上
（上位3,200社程度）

特定倉庫業者

貨物の保管量 70万トン以上
（上位70社程度）

特定貨物自動車運送事業者等

保有車両台数 150台以上
（上位790社程度）

中長期計画

○作成期間
・ 毎年度提出することを基本としつつ、計画内容
に変更がない限りは５年に１度提出

○記載内容
（１）実施する措置
（２）実施する措置の具体的な内容・目標等
（３）実施時期 等

定期報告

○記載内容
（１）事業者の判断基準の遵守状況（チェックリスト形式）
（２）判断基準と関連した取組に関する状況（自由記述）
（３）荷待ち時間等の状況【荷主等】

○荷待ち時間等の状況の計測方法
・取組の実効性の確保を前提としてサンプリング等の手法を許容
・ 荷待ち時間等が一定時間以内の場合には報告省略が可能 等

※荷主・物流事業者等の物流改善の評価・公表については、市場や消費者からの評価につながる仕組みの創設に向けて、新物効法の枠組みと合わせて具体化。

＜特定事業者の指定基準＞
○中長期計画の作成や定期報告等が義務付けられる一定規模以上の事業者（特定事業者）について、全体への寄与度が
より高いと認められる大手の事業者が指定されるよう、それぞれ以下の指定基準値を設定。

＜中長期計画・定期報告の記載内容＞

＜物流統括管理者（CLO）の業務内容＞
○物流統括管理者は、ロジスティクスを司るいわゆるCLOとしての経営管理の視点や役割も期待されているため、事業運営上
の重要な決定に参画する管理的地位にある役員等の経営幹部から選任し、以下の業務を統括管理する。

・ 中長期計画、定期報告等の作成

・ トラックドライバーの負荷軽減とトラックへの過度な集中を是正するための事業運営方針の作成や事業管理体制の整備

・ トラックドライバーの運送・荷役等の効率化のための設備投資、デジタル化、物流標準化に向けた事業計画の作成・実施・評価

・ 社内の関係部門（開発・調達・生産・販売・在庫・物流等）間の連携体制の構築や社内研修の実施 等

※CLO：Chief Logistics Officer



➢ 2024年5月15日 物流改正法 公布

➢ 2024年6月～11月 第１回～第４回合同会議（規制的措置の施行に向けた検討・取りまとめ）

➢ 2024年11月27日 合同会議取りまとめを策定・公表

➢ 2025年１月・２月・３月 法律の施行①に向けた政省令の公布

➢ 2025年４月１日 法律の施行①

➢ 2025年秋頃（P） 判断基準に関する調査・公表の実施

➢ 2026年４月 法律の施行②

➢ 2026年５月末 特定事業者の届出～指定手続

→荷主は、指定後速やかに物流統括管理者の選任届出

➢ 2026年10月末 中長期計画の提出

➢ 2026年秋頃（P） 判断基準に関する調査・公表の実施

➢ 2027年７月末 定期報告の提出

今後のスケジュール（想定）
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基本方針

荷主・物流事業者等の努力義務・判断基準

判断基準に関する調査・公表 等

特定事業者の指定

中長期計画の提出・定期報告

物流統括管理者（CLO）の選任 等

特定事業者の指定に向け
荷 主：取扱貨物重量の把握
トラック：車両台数の把握
倉 庫：保管量の把握

定期報告に向け
・実施状況把握
・荷待ち時間等の計測



 Ⅱ．努力義務・判断基準の内容
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第一種荷主：Ａ 
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種別 定義（新物効法第30条）

第一種荷主 自らの事業（貨物の運送の事業を除く。）に関して継続して貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事
業者（第一種貨物利用運送事業者、第二種貨物利用運送事業者及び貨物利用運送事業法第四十六条
第一項に規定する外国人国際第二種貨物利用運送事業者をいう。以下同じ。）に貨物の運送を行わせること
を内容とする契約（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約を除く。）を締結す
る者をいう。

第二種荷主 次に掲げる者をいう。
イ 自らの事業（貨物の運送及び保管の事業を除く。ロ及び第四十五条第五項において同じ。）に関して継続
して貨物（自らが貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を委託する貨物を除く。ロ及び第
四十二条第四項において同じ。）を運転者（他の者に雇用されている運転者に限る。以下この号において同
じ。）から受け取る者又は他の者をして運転者から受け取らせる者
ロ 自らの事業に関して継続して貨物を運転者に引き渡す者又は他の者をして運転者に引き渡させる者

事業者A
（自社工場・倉庫等）

事業者B
（自社工場・倉庫等）

商取引契約

運送契約

荷受人

貨物自動車運送事業者C

受取

荷送人

貨物利用運送
事業者Ｄ

運送契約

引渡し

事業者A
（自社工場・倉庫等）

貨物自動車運送事業者C

引渡し 受取

運送
契約

倉庫業者H倉庫業者G

寄託 寄託

荷送人兼荷受人

第二種荷主：なし
 

第一種荷主：Ａ 

第二種荷主：Ｂ 

例１）物流子会社、３PL等を利用する場合 例２）社内物流の場合

努力義務の対象となる「荷主」：第一種荷主と第二種荷主



（補足）荷主の区分の考え方

自社トラック以外の
トラックを貨物の
運送・受取りに
利用していますか？

運送契約の締結は
誰が行っていますか？

①自社
（元請けトラック事業者、
物流子会社、３ＰＬ等に
委託する場合を含む。 ）

②取引先
（取引先の社用トラックを
利用する場合を含む。 ）

①自社トラック
以外のトラックで
運送する貨物の
年間重量はいくら
ですか？

②自社トラック
以外のトラックとの
間で受け取る・
引き渡す貨物の
年間重量はいくら
ですか？

はい

いいえ

①

②

新物効法上の荷主
には該当しない

※物流に関わる事業者に
は物流効率化法第32条
の責務規定がかかります。

9万トン
以上

9万トン
未満

9万トン
以上

9万トン
未満

特定第一種荷主
※中長期計画、定期
報告等の対応が必要

第一種荷主
※努力義務のみ

【留意事項】
• 運送事業者との運送契約について、自社契約、取引先契約（自社で貨物の受渡しを行うものに限る。以下同じ。）の両方があ

る場合、第一種荷主、第二種荷主の両方に該当します。（フローチャートの①、②両方に該当します。）
• 取扱貨物の重量は、受取り、引渡しで区別せず、自社契約分、取引先契約分のそれぞれで、受取り分と引渡し分の貨物重量を

合算します。（例えば、年間受取貨物重量５万ｔ、年間引渡貨物重量５万ｔ、いずれも取引先契約の運送事業者とやり取
りしている場合、第二種荷主としての取扱貨物重量10万ｔとなり、特定第二種荷主に該当します。）

特定第二種荷主
※中長期計画、定期
報告等の対応が必要

第二種荷主
※努力義務のみ

10



短縮に努めるべき「荷待ち時間」と「荷役等時間」

11

（荷役その他の内容）
• 貨物の品質又は数量がこれらについて定める契約の内容

に適合するかどうかの検査（検品）
• 荷造り、搬出、搬入、保管、仕分又は陳列、ラベル貼り
• 代金の取立て又は立替え
• 荷主等が行う荷役への立会い
• その他の通常運転の業務に付帯する業務

【法】第三十条（定義）
四 荷待ち時間 運転者が貨物自動車の運転の業務に従事した時間のうち、集貨若しくは配達を行うべき場所又
はその周辺の場所において、荷主、当該場所の管理者その他国土交通省令で定める者の都合により貨物の受渡
しのために待機した時間であって、国土交通省令で定めるところにより算定されるものをいう。

五 荷役等時間 運転者が荷役その他貨物自動車の運転以外の業務として国土交通省令で定める業務（以下
「荷役等」という。）に従事した時間であって、国土交通省令で定めるところにより算定されるものをいう。

切り分けられない場合は、
まとめて計測することも可

（荷待ち時間の起点）
• 到着時刻・時間帯の指示等がない場合：到着時刻から
• 到着時刻・時間帯の指示等がある場合：
① 指示時刻等より早く到着 指示時刻等から
② 指示時刻等に到着 到着時刻から
③ 指示時刻等より遅く到着 到着時刻から
※ 到着後速やかに受付等を行う場合は、受付等を行った時刻
※ 休憩時間は除外



荷主（発荷主・着荷主）の判断基準・解説書の概要

１週間以内に着荷主の
ところに持って行ってください

期限内の貨物との
積合せが可能！！

ユニット検品

リスト上のパレットを

チェックするだけ

○ トラック事業者が複数の荷主の貨物の積合せ等に積極的に取り組めるよう、実態に即
した適切なリードタイムの確保や荷主間の連携に取り組むこと

○ トラック事業者の運行効率向上のため、繁閑差の平準化や納品日の集約等を通じた
発送量・納入量の適正化や、配車システムの導入等を通じた配車・運行計画の最適化
に取り組むこと

○ 適切なリードタイムの確保や発送量・納入量の適正化ができるよう、社内の関係部門
（物流・販売・調達 等）の連携を促進すること 等

荷待ち時間の短縮

荷役等時間の短縮

○ トラックが一時に集中して到着することがないよう、トラック予約受付システムの導入
や混雑時間を回避した日時指定等により、貨物の出荷・納品日時を分散させること
（システムについては、実際に荷待ち時間の短縮につながるような効果的な活用を行
うこと） 等

○ パレット、カゴ車等の輸送用器具の導入により、荷役等の効率化を図ること

○ 貨物の出荷の際に、出荷荷積み時の順序や荷姿を想定した生産・荷造り等を行うこと

○ フォークリフトや荷役作業員の適切な配置等により、トラックドライバーの負担軽減と積卸
し作業の効率化を図ること

○ ASNの活用、バーコード等の商品の識別タグの導入等により、検品の効率化を図ること

○ バース等の荷捌き場を貨物の量に応じて適正に確保し、作業環境を整えること 等

リードタイムの確保

予約受付システムの活用

検品の効率化

積載効率の向上等

② 11:00 予約

予約システムで
来てもらう時間を
整理しよう

① 10:00 予約
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【事業の特性の例】
（１）特殊車両を用い、立会い、洗浄等の附帯作業が必須となる場合
• ローリー車、バルク車等を利用しており、漏洩確認、均平化等をしながらホースで積卸しすることから、技術革新がない限り、貨物量

によっては荷役等時間を短縮できない。
（２）危険物を扱うことから、安全確認のため時間を要する場合
• 納品時の製品サンプリング・分析待ちのため長時間を要する。
（３）重量物を扱うことから、安全確認等のため時間を要する場合
• 重量物である上に表面に疵がつきやすい製品を扱い、積込み時は作業員の安全・品質を重視した丁寧な対応が必要。
• 重量物かつ長大でクレーンでの吊り上げ等により積卸しする必要があり、荷役時間を短縮することは、技術革新がない限り難しい。
（４）その他業界特性のため、時間を要する場合
○大型・精密な製品であり、慎重な荷役作業が求められる場合
• 精密機械であり、積み込み～運送～納入・据付の全過程において細心の取り扱いが必要とされるうえ、重量物でもあるため、クレー

ン数台を同時に用いて、重量バランスを随時調整して荷役作業を行う必要があり、作業に時間を要する。
○アニマルウェルフェア等の観点で配慮が求められる場合
• 生体輸送については、作業員の安全確保や家畜のストレス軽減のため慎重な荷役作業が必要であり時間を要する。
○食品衛生上の検査が求められる場合
• 生乳等の輸送に当たっては、衛生検査の分析待ちのために時間を要する。
（５）環境特性のため、時間を要する場合
• 繁華街や駅構内の店舗など、駐車可能な場所から受渡し場所までが離れており、手運び等が生じる場合、施設配置等の見直しが

ない限りその時間短縮は困難。

（運転者の運送及び荷役等の効率化の実施の原則）
第一条 荷主は、物資の流通の効率化に関する法律（以下「法」という。）第三十三条第一項の基本方針に定めら
れた貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化の推進の目標
を達成するため、その事業の特性及び従業者の安全その他の必要な事情に配慮した上で、運転者の荷待ち時間等
の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加を図るための措置を計画的かつ効率的に実
施するものとする。

判断基準の解説① 効率化の実施の原則

13



判断基準の解説② 積載効率の向上等（第一種荷主）

14

（運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加）
第二条 第一種荷主は、次に掲げる取組を行うことにより、法第三十七条第一項第一号に掲げる措置を講ずるものと
する。ただし、次に掲げる取組によらないことが同号に掲げる措置として有効であると認められるときは、この限りでない。

一 貨物の運送の委託の時から貨物を引き渡し、又は受け取るべき時
までの間に、貨物自動車運送事業者等が他の貨物との積合せ、
配送の共同化、運送の帰路における車両への貨物の積載その他の
措置を講ずるために必要な時間を把握することその他の措置により、
当該時間を確保すること。 （リードタイムの確保）

二 貨物の量の平準化を図ること、貨物の受渡しを行う日及び時刻
又は時間帯の集約を図ることその他の措置により、貨物の出荷量
及び入荷量の適正化を図ること。

三 配車計画及び運行計画を作成する機能を有する情報処理シス
テムの導入を行うことその他の措置により、配車計画又は運行経路
の最適化を行うこと。

四 前三号に掲げる取組が適切かつ円滑に行われるよう、開発、生産、
流通、販売、調達、在庫管理その他の貨物の運送に関係する業務
に係る各部門間の連携を促進すること。



判断基準の解説③ 積載効率の向上等（第二種荷主）

15

２ 第二種荷主は、次に掲げる取組を行うことより、法第三十七条第四項第二号に掲げる措置を講ずるものとする。
ただし、次に掲げる取組によらないことが同号に掲げる措置として有効であると認められるときは、この限りでない。

一 第一種荷主が前項第一号から第三号までに掲げる取組を円滑に
実施するため貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯について
協議したい旨を申し出た場合にあっては、これに応じて、必要な協力
を行うこと。

二 前号に掲げる取組が適切かつ円滑に行われるよう、開発、生産、
流通、販売、調達、在庫管理その他の貨物の受渡しに関係する業務
に係る各部門間の連携を促進すること。



判断基準の解説④ 荷待ち時間の短縮（第一種荷主）
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（運転者の荷待ち時間の短縮）
第三条 第一種荷主は、次に掲げる取組を行うことにより、法第三十七条第一項第二号に掲げる措置を講ずるものと
する。ただし、次に掲げる取組によらないことが同号に掲げる措置として有効であると認められるときは、この限りでない。

一 停留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自動車が
集貨又は配達を行うべき場所に到着しないよう、当該場所の状況を把握することその他の措置により、貨物の受
渡しを行う日及び時刻又は時間帯を分散させること。

二 当該第一種荷主が管理する施設において到着時刻表示装置（施設に
おける貨物の搬入及び搬出の状況に係る情報並びに当該情報を利用して
貨物自動車運送事業者等から提供された当該施設に到着する予定時刻
に係る情報を管理するシステムを使用して当該予定時刻に係る情報を表示
する装置をいう。次項第二号において同じ。）を導入し、及びこれを適切に
活用することその他の措置により、貨物自動車の到着の日及び時刻又は
時間帯を調整すること。

三 当該第一種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者に対する寄託物の入庫又は出庫の発注を早期に
行うことその他の措置により、当該者が管理する施設における貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を分散
させること。

② 11:00 予約

予約システムで
来てもらう時間を
整理しよう

① 10:00 予約



判断基準の解説⑤ 荷待ち時間の短縮（第二種荷主）
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（運転者の荷待ち時間の短縮）
第三条
２ 第二種荷主は、次に掲げる取組を行うことにより、法第三十七条第四項第一号に掲げる措置を講ずるものとする。
ただし、次に掲げる取組によらないことが同号に掲げる措置として有効であると認められるときは、この限りでない。

一 停留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自動車が
集貨又は配達を行うべき場所に到着しないよう、当該場所の状況を把握することその他の措置により、貨物の受
渡しを行う日及び時刻又は時間帯を分散させること。

二 当該第二種荷主が管理する施設において到着時刻表示装置を導入し、及びこれを適切に活用することその他
の措置により、貨物自動車の到着の日及び時刻又は時間帯を調整すること。

三 当該第二種荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者に対する寄託物の入庫又は出庫の発注を早期に
行うことその他の措置により、当該者が管理する施設における貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を分散
させること。



２ 第二種荷主は、次に掲げる取組を行うことにより、法第三十七条第四項第三号に掲げる措置を講ずるものとする。
ただし、次に掲げる取組によらないことが同号に掲げる措置として有効であると認められるときは、この限りでない。

一 検査を効率的に実施するための機械を導入することその他の措置により、検査の効率化を図ること。
二 フォークリフト又は荷役等を行う人員を適切に配置することその他の措置により、荷役等の効率化を図ること。
三 荷役等に係る停留場所を貨物の量に応じて適正に確保することその他の措置により、荷役等を円滑に行うことが
できる環境を整えること。

判断基準の解説⑥ 荷役等時間の短縮
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（運転者の荷役等時間の短縮）
第四条 第一種荷主は、次に掲げる取組を行うことにより、法第三十七条第一項第三号に掲げる措置を講ずるものと
する。ただし、次に掲げる取組によらないことが同号に掲げる措置として有効であると認められるときは、この限りでない。

一 パレットその他の荷役の効率化に資する輸送用器具を導入すること、一貫パレチゼーション（輸送、荷役又は保
管の各段階において同一のパレットを使用することをいう。）の実現のために標準仕様パレット（縦一・一メートル、
横一・一メートルのパレットをいう。）その他の標準化された規格に適合するパレットを使用すること、運転者の荷役
等を省力化するための貨物の荷造りを行うこと、フォークリフト又は荷役等を行う人員を適切に配置することその他
の措置により、荷役等の効率化を図ること。

二 第二種荷主、倉庫業者又は貨物自動車運送事業者等に対して貨物に係る情報
を事前に通知すること、貨物の品質又は数量がこれらについて定める契約の内容に
適合するかどうかの検査（以下この号及び次項において「検査」という。）を効率的に
実施するための機械を導入することその他の措置により、検査の効率化を図ること。

三 荷役等に係る停留場所を貨物の量に応じて適正に確保することその他の措置により、荷役等を円滑に行うことが
できる環境を整えること。

ユニット検品

リスト上のパレットを

チェックするだけ



判断基準の解説⑦ 実効性の確保
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（実効性の確保）
第五条 荷主は、前三条に規定する取組の実効性を確保するため、次に掲げる措置を講ずるものとする。

一 貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化（以下この条に
おいて「効率化」という。）のための取組に関する責任者の選任その他の必要な体制の整備を行うとともに、その従
業者に対し、効率化のための取組に関する研修の実施その他の措置を講ずること。

二 運転者の荷待ち時間等及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の状況並びに効率化のために
実施した取組及びその効果を適切に把握すること。

三 当該荷主との間で貨物に係る寄託契約を締結した者に対し、前二条に規定する取組その他の当該者が管理す
る施設における荷待ち時間等の短縮のための取組に関する提案をするとともに、当該者から当該提案を受けた場
合にあっては、当該提案に基づき必要な措置を講ずること。

四 物資の流通に係るデータの標準化（電磁的記録において用いられる用語、符号その他の事項を統一し、又はそ
の相互運用性を確保することをいう。）を実施することその他の措置により、物資の流通に関する多様な主体との
連携を通じた効率化のための取組の実施の円滑化を図ること。

五 運送役務の内容その他の事情に応じた価格の設定をすることその他の措置により、関係事業者が貨物の運送に
関する費用を把握することができるようにすること。

六 国、消費者、関係団体及び関係事業者との連携を図るよう配慮すること。その際、必要に応じて取引先に対し
協力を求めること。



. .

積載効率の向上 荷待ち時間の短縮 荷役等時間の短縮

＜第一種荷主＞
□ トラック事業者が他の貨物との積合せ
など積載効率の向上等の措置を講ずる
ために必要な時間を把握すること等によ
り、適切なリードタイムを確保すること

□ 貨物の量の平準化、受渡し日時の集
約等により、貨物の出入荷量の適正
化を図ること

□ 配車・運行計画作成システムの導入
等により、配車計画又は運行経路の
最適化を行うこと

□ 上記の取組が適切かつ円滑に行われ
るよう、貨物の運送に係る部門間の連
携を促進すること

＜第二種荷主＞
□ 第一種荷主が積載効率の向上等の
取組のために協議したい旨を申し出た
場合は、必要な協力を行うこと

□ 上記の取組が適切かつ円滑に行われ
るよう、貨物の受渡しに係る部門間の
連携を促進すること

＜第一種荷主＞
＜第二種荷主＞
□ 集貨又は配達を行うべき場所に、一時
に多数のトラックが集中して到着しないよ
う、当該場所の状況を把握すること等に
より、貨物の入出荷時の日時等を分散
させること

□ トラック予約受付システムの導入及びそ
の適切な活用等により、トラックの到着
日時を調整すること

□ 寄託先に寄託物の入庫又は出庫の発
注を早期に行うこと等により、寄託先に
おける貨物の受渡しを行う日時を分散
させること

＜第一種荷主＞
□ パレット等の荷役の効率化に資する輸
送器具の導入、一貫パレチゼーション実
現のための標準仕様パレット等の使用、
荷役等を省力化するための貨物の荷造
り、フォークリフトや荷役等作業員の適切
に配置等により、荷役等の効率化を図
ること

□ 第二種荷主、倉庫業者等に対して出
荷情報を事前に通知すること、検査を効
率的に実施するための機械を導入するこ
と等により、検査の効率化を図ること

□ 荷役等に係る停留場所を貨物の量に
応じて適正に確保するなど、荷役等を円
滑に行うことができる環境を整えること

＜第二種荷主＞
□ 検査を効率的に実施するための機械の
導入等により、検査の効率化を図ること

□ フォークリフトや荷役等作業員の適切な
配置等により、荷役等の効率化を図るこ
と

□ 荷役等に係る停留場所を貨物の量に
応じて適正に確保するなど、荷役等を円
滑に行うことができる環境を整えること

荷主（発荷主・着荷主）の判断基準の簡易チェックリスト



「物流効率化法」理解促進ポータルサイト

○ 新物効法の施行に向けて、規制的措置の対象となる荷主・物流事業者等に対して、物流効率化のための取組を
講ずる努力義務、特定事業者に係る中長期計画等の義務付けの内容等を周知するためのポータルサイトを構築。

https://www.revised-logistics-act-portal.mlit.go.jp/

ポータルサイトのU R L

ポータルサイトのコンテンツ

ポータルサイトのトップページ① すべての事業者を対象とするもの
・ 積載効率の向上等、荷待ち時間の短縮、荷役等時間の
短縮のための取組の例（国が策定した判断基準（省令）
やその運用・解釈を示した解説書の内容など）

② 一定規模以上の事業者(特定事業者)を対象とするもの
・ 特定事業者の指定基準値やその算定方法
・ 中長期計画や定期報告の記載・提出方法
・ 物流統括管理者（CLO）の業務内容

③ その他関連事項
・ 荷主等の取組状況に関するアンケート調査の結果
・ 荷主等の物流改善に向けた評価制度の運用
・ 制度周知のための説明会等の開催案内
・ よくある質問（FAQ）の掲載・更新
・ お問い合わせ先（業界・分野別）

等
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Ⅲ．特定荷主に係る対応

24

※2025年２月25日時点検討状況



【算定方法】
荷主が自社の取扱貨物の重量を把握している場合は、当該重量の合計重量を自社の取扱貨物の重量として、基準重量（９万トン
（予定））と比較してください。
他方、輸送量を容積で把握している、多品目の受取りが主である等の特殊性を有する業種においては、重量を把握することに多大な
コストがかかることが想定されるため、重量の算定に当たって、例えば、下記の算定方法を用いることを可能とします。
・ 商品マスタ等において重量のデータを集計することが可能な場合にあっては、当該システムに登録されている重量を元に換算する
・ 容積を把握している場合においては、１立方メートルあたり280kgとして換算する
・ 輸送するトラックの最大積載量を貨物の重量として換算する
・ 売上金額や仕入金額を元に貨物の重量を換算する※ 等
※ 換算係数としては、例えば、物流センサス付属資料の出荷原単位を利用することが考えられる。
（https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/content/001619173.pdf）

（特定荷主の指定）
第四十五条 荷主事業所管大臣は、第一種荷主のうち、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送（貨物自動車
を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるものを除く。次項及び第三項第二号において同じ。）を行わせた貨
物について政令で定めるところにより算定した年度の貨物の合計の重量が政令で定める重量（次項及び第三項第二号において「基
準重量」という。）以上であるものを、運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加
に特に寄与する必要がある者として指定するものとする。

５ 荷主事業所管大臣は、第二種荷主のうち、次に掲げる貨物（当該第二種荷主が貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送
事業者に運送を委託するもの並びに当該第二種荷主が貨物の受渡しを行う日又は時刻及び時間帯を運転者に指示することができ
ないものを除く。次項及び第七項第二号において同じ。）について政令で定めるところにより算定した年度の貨物の合計の重量が政
令で定める重量（次項及び第七項第二号において「基準重量」という。）以上であるものを、運転者の荷待ち時間等の短縮及び運
転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に特に寄与する必要がある者として指定するものとする。
一 自らの事業に関して、運転者から受け取る貨物
二 自らの事業に関して、他の者をして運転者から受け取らせる貨物
三 自らの事業に関して、運転者に引き渡す貨物
四 自らの事業に関して、他の者をして運転者に引き渡させる貨物

特定荷主の指定に係る届出
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主な商材に限らず、原則取り扱う貨物
全てを重量に計上

各企業・業界の実態に
応じて選択

※2025年２月25日時点検討状況



（物流統括管理者の選任）
第四十七条 特定荷主は、第四十五条第一項又は第五項の規定による指定を受けた後、速やかに、主務省令で定めるとこ
ろにより、次に掲げる業務を統括管理する者（以下この条において「物流統括管理者」という。）を選任しなければならない。
一 前条の中長期的な計画の作成
二 自らの事業に係る貨物の運送を行う運転者への負荷を低減し、及び輸送される物資の貨物自動車への過度の集中を
是正するための事業の運営方針の作成及び事業の管理体制の整備に関する業務

三 その他運転者の運送及び荷役等の効率化のために必要な業務として主務省令で定める業務
２ 物流統括管理者は、特定荷主が行う事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にある者をもって充てなければな
らない。

３ 特定荷主は、第一項の規定により物流統括管理者を選任したときは、主務省令で定めるところにより、遅滞なく、その氏名
及び役職を荷主事業所管大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、同様とする。

26

物流統括管理者の選任・解任の届出

○主務省令で定める業務：
・ 定期報告の作成及び報告徴収への対応
・ 物流に向けた開発、生産、流通、販売、調達、在庫管理その他の貨物の運送及び受渡しに関係する業務に係
る各部門間の連携体制の構築及び関係部門の意識の向上
・ 特定荷主が管理する施設における効率化に関するシステムその他の設備の維持及び新設、改造又は撤去並び
に器具、設備、データ等の標準化に向けた計画の作成、実施及び評価
・ 効率化に向けた取引先その他の関係者との連携及び調整に関すること。

※ 物流統括管理者は特定荷主に指定された事業者において１名選任する（ホールディングスやグループ企業等
からの選任は行えない）。

※ 特定第一種荷主、特定第二種荷主、特定連鎖化事業者のうち複数の指定を受けた場合は、同じ者を物流
統括管理者として選任する。

※2025年２月25日時点検討状況
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中長期計画・定期報告の提出

○中長期計画の様式イメージ：

実施措置 計画内容（具体的な措置の内容、目標等） 実施時期

例）トラック予約受付シス
テムの導入

例）全拠点にトラック予約受付システムを導入して荷待ち時間を短縮し、
１運行あたりの荷待ち時間等の平均時間を90分以内とする。

例）2026年～2030年

運転者の荷待ち時間等の短縮に関する計画内容 ※積載効率、荷役等時間も同様の欄を設ける

その他運転者の荷待ち時間等の状況に関する事項及び参考情報

・トラック予約受付システムの導入においては正しい活用の仕方を社内に周知し、敷地周辺でトラックドライバーが待機することの無い
ように、社内において徹底させる。
・製造部門とも連携し、バースのキャパシティ以上のトラックの納品が必要とならないよう密に連携を図る。

※ 上記で記入した計画に関連する上位の計画や計画内容の参考情報等を記入する。

中長期計画

○作成期間
・ 毎年度提出することを基本としつつ、計画内容
に変更がない限りは５年に１度提出

○記載内容
（１）実施する措置
（２）実施する措置の具体的な内容・目標等
（３）実施時期 等

定期報告

○記載内容
（１）事業者の判断基準の遵守状況（チェックリスト形式）
（２）判断基準と関連した取組に関する状況（自由記述）
（３）荷待ち時間等の状況

○荷待ち時間等の状況の計測方法
・取組の実効性の確保を前提としてサンプリング等の手法を許容
・荷待ち時間等が一定時間以内の場合には報告省略が可能 等

＜中長期計画・定期報告の記載内容＞

○提出時期：指定を受けた年の翌年度７月末日（Ｐ）※初年度のみ10月末日（Ｐ）

※2025年２月25日時点検討状況
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対象項目 遵守状況

運転者一人当た
りの一回の運送ご
との貨物の重量の

増加

② 貨物の出荷量及び入荷量の適正化を図ること。

実施状況の詳細

□ 全ての発注で実施している
□ 大半の発注で実施している
□ 一部の発注で実施している
□ 実施していない

具体的な措置の内容

実施していない理由

運転者の荷待ち
時間の短縮

② 当該第一種荷主が管理する施設において到着時刻表示装置を導入し、及びこれを適切に活用するこ
とその他の措置により、貨物自動車の到着の日及び時刻又は時間帯を調整すること。

各施設における状況の詳細
（特定荷主との間で貨物に係る寄託
契約を締結した者が管理する施設を除
く。）

□ 90％以上の施設で実施している
□ 50％以上90％未満の施設で実施している
□ ０％超50％未満の施設で実施している
□ 実施していない

具体的な措置の内容

実施していない理由

事業者として、どの程度当
該取組を実施しているか、
該当する選択肢にチェック
を入れる。

実施（導入）していない
選択肢にチェックした場合、
その理由を記入する。

「特定荷主自らが管理する
施設」だけでなく、「特定荷
主との間で貨物に係る寄
託契約を締結した者が管
理する施設」も含めた取組
の進捗状況について、該当
する選択肢にチェックを入れ
る。

○定期報告の様式イメージ

Ⅰ 特定荷主の名称等
Ⅱ 運転者の運送及び荷役等の効率化に関する判断基準の遵守状況
１－１ 特定第一種荷主 ／ ２－１ 特定第二種荷主 ※１つの様式でまとめて提出できるようにするが、欄はそれぞれ設ける。

中長期計画・定期報告の提出 ※2025年２月25日時点検討状況



対象項目 措置の内容

運転者一人
当たりの一回の
運送ごとの

貨物の重量の
増加に関する

措置

運転者の
荷待ち時間の
短縮に関する

措置

運転者の
荷役等時間の
短縮に関する

措置

各項目で、判断基準に
おいて示す取組以外の
措置を記入する。

Ⅲ Ⅱの他に実施した措置
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中長期計画・定期報告の提出 ※2025年２月25日時点検討状況
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Ⅳ 荷待ち時間等の状況等
１－1 荷待ち時間等の計測対象の選定の詳細について

選定の種類 選定の考え方について

計測対象施設 自ら管理する施設の数：

計測対象期間

計測対象運行

備考 （略）
・ 対象施設：取り扱う貨物重量の半分程度を把握することを念頭に、特定荷主自身が管理する全ての施設から、年間において取扱

貨物の重量が大きい施設又は実態を把握すべき施設
・ 対象期間：四半期ごとに任意の連続した５営業日以上（前年度の実績に照らして、各四半期中最も売上金額が低いと見込まれ

る月は対象外）
・ 対象運行：原則として対象施設で計測した全ての運行

○ サンプリングを実施した場合における計測対象の考え方について

荷待ち時間等の状況等の報告にあたって報告対象を限定する場合は、対象を選定した方法について「荷待ち時間

等の計測対象の選定の詳細について」に記載する。

対象施設の選定時に考慮した各施設の取扱貨物重量や、対象期間の選定時に考慮した各月の売上金額見込み

について、詳細なデータの提出は不要（問合せがあった場合に合理的な根拠が示せればよい）。

なお、報告対象を限定しない場合は、それぞれの欄に「全ての○○」と記載することとする。

中長期計画・定期報告の提出 ※2025年２月25日時点検討状況



識別
１回の受渡しに係る荷待ち時間等の平均時間（分）

種類 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

荷待ち
時間

荷役等
時間

荷待ち時
間等

31

１－３ １回の受け渡しに係る荷待ち時間等の計測結果

付表１ 荷待ち時間等の報告を省略する施設に関する業界特性や環境の詳細

識別 省略の理由
業界特性等を踏まえ荷役等の業務に要する時間が安全性又は衛生等の観点から
短縮することが難しい理由

１－２ 計測対象施設の一覧

識別 施設の名称 施設の住所 計測手法（任意）

中長期計画・定期報告の提出 ※2025年２月25日時点検討状況
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５．貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設施設における荷待ち時間等の状況に関する参考情報

区分 寄託契約締結先が管理する施設の名称 施設の住所 荷待ち時間等の短縮に向けた連携状況

特定第一種
荷主

特定第二種
荷主

区分 参考情報

特定第一種荷主

特定第二種荷主

３．荷待ち時間等の状況に関する参考情報について

区分 参考情報

特定第一種荷主

特定第二種荷主

４．貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設における寄託契約の締結先との連携状況等について

中長期計画・定期報告の提出 ※2025年２月25日時点検討状況



【国土交通省 物流・自動車局貨物流通事業課】

改正トラック法



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 物流・自動車局
貨物流通事業課

貨物自動車運送事業法の改正について



【多重下請構造のイメージ】 【他のトラック事業者を利用して運送することがあるか】 【他のトラック事業者に委託する際の下請金額は、
請け負った金額の概ね何％か】

（令和４年度末に国土交通省が実施した貨物自動車運送事業者を対象としたアンケート調査より）

はい
74%

いいえ
26%

100%～
4%

95～99％
28%

90～94％
42%

90％未満
26%

※調査対象としている下請行為は元請けから1次下請け、1次下請けから2次下請け等のケースを含む。

物流業界の多重下請構造の是正に向けた取組につなげるとともに、実運送事業者の適正運賃収受を図る。

1

真荷主 元請事業者

１次下請け

２次下請け…

n次下請け
（実運送事業者）

○ 運送契約締結時に、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等について
記載した書面の交付を義務付け＊ 。 【法第12条、第24条第２項・第３項関係】

○ 利用運送を行うときに委託先への発注適正化（健全化措置）について努力義務＊を課すとともに、一定規模以上の
事業者に対し、健全化措置に関する運送利用管理規程の作成・運送利用管理者の選任を義務付け。
【法第24条第１項、法第24条の２～第24条の４関係】

○ 元請事業者に対し、実運送事業者の名称や請負階層等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。また、各
事業者に対し、実運送体制管理簿の作成に必要な情報の通知を義務付け。 【法第24条の５関係】

＊ 下請関係に入る利用運送事業者にも適用。

トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

⇒ 令和７年４月１日施行



【交付書面の記載事項】

① 運送役務の内容・対価
② 運送契約に荷役作業・附帯業務等が含まれる場合

には、その内容・対価
③ その他の特別に生ずる費用に係る料金（例：有料道路利用料、燃料サーチャージなど）
④ 運送契約の当事者の氏名・名称及び住所
⑤ 運賃・料金の支払方法
⑥ 書面の交付年月日

1.書面交付関係

○ 運送契約締結時に、以下の事項について記載した書面交付を義務付け
・ 真荷主＊とトラック事業者が運送契約を締結するときは、相互の書面交付（法第12条）
・ トラック事業者等が利用運送を行うときは、委託先への書面交付（法第24条）

○ 交付した書面については、その写しを一年間保存すること

トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

・ メール等の電磁的方法でも可
・ 基本契約書が交わされている場合、その基本契約書

に記載されている内容については省略可

2

＊「真荷主」とは、以下の①～③のすべてに該当する者を指す。
① 自らの事業に関して
② 貨物自動車運送事業者との間で運送契約を締結して貨物の

運送を委託する者であって、
③ 貨物自動車運送事業者以外のもの



※赤枠は法定事項

3

あくまでも一例であり、法定事項が網羅されていれば、
既存のものやメール等でも可（新たに書面を作成する必要はなし）

交付書面の一例



トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

２-1.健全化措置関係＜努力義務について＞

○ 元請事業者等に対し、利用運送を行うときに、委託先への発注適正化（健全化措置）を講ず
ることを努力義務化。具体的な内容は以下のとおり。

【健全化措置の内容】

① 利用する運送に要する費用の概算額を把握した上で、その概算額を勘案して利用の申込みをする
こと

② 荷主が提示する運賃・料金が①の概算額を下回る場合、当該荷主に対し、運賃・料金について
交渉をしたい旨を申し出ること

③ 委託先のトラック事業者が再委託を行う場合に関し、委託先に対して、例えば「二以上の段階にわ
たる委託の制限（再々委託の制限）」等の条件を付すこと

4

※あくまでも例示であり、委託先に対してその他の条件を付すことによって対応しても問題
ありません。
例）「再委託を行う場合は、再委託先の運送に要する費用を聞き取る場を設けたう

えで申込みをすること」 など



トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

２-2.健全化措置関係＜運送利用管理規程の作成義務・運送利用管理者の選任義務について＞

○ 前年度の利用運送量（貨物自動車運送事業法に基づくものに限る。）が100万トン以上の事業者に対し、健全
化措置に関する運送利用管理規程の作成・運送利用管理者の選任及び国土交通大臣への届出
を義務付け

【運送利用管理規程の内容】
① 健全化措置を実施するための事業の運営の方針に

関する事項
② 健全化措置の内容に関する事項
③ 健全化措置の管理体制に関する事項
④ 運送利用管理者の選任に関する事項

5

【運送利用管理者の職務】
① 健全化措置を実施するための事業の運営の方針を決

定すること。
② 健全化措置の実施及びその管理の体制を整備すること。
③ 実運送体制管理簿を作成する場合にあっては、当該実

運送体制管理簿の作成事務を監督すること。

※毎年提出している事業実績報告書の「輸
送トン数（利用運送）・ 全国計」の欄で
判断。

※事業運営上の重要な決定に参画する管理
的地位にある者（役員等）から１人選任。

※届出期限は、利用運送量が100 万トン以上と
なった年度の翌年度の７月10 日まで。
⇒ 令和６年度に100万トン以上となった場合は、

令和７年４月１日～令和７年７月10日
の間に届出をする必要。



○ 元請事業者に対し、以下の事項について記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け
※ 作成の対象となる貨物の重量は1.5トン以上
※ 元請事業者が真荷主から貨物の運送を引き受ける際に、元請事業者から実運送事業者に至る

までの一連の委託関係が明らかとなっている場合、運送ごとの作成は不要（一度作ればよい）

○ 作成した実運送体制管理簿は１年間保存すること

○ 各事業者に対し、実運送体制管理簿の作成に必要な情報の通知を義務付け

【実運送体制管理簿の記載事項】

① 実運送事業者の商号又は名称

② 実運送事業者が実運送を行う貨物の内容及び区間

③ 実運送事業者の請負階層

トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

３.実運送体制管理簿関係

6

※真荷主から運送依頼があった時点で判断。
実運送の時点で何トン運ぶかや、実運送で混載を
行うか等は関係ない。

※系列化等により下請構造が固定化されている場合（真荷主及び元請
事業者がともに、実運送事業者とその請負階層についてあらかじめ把握
している状態）を想定。



ｑ

・・・ドライバー名車番請負階層（※）実運送トラック事業者の名称（※）貨物の内容（※）運送区間（※）積込日

○○11-11－Ｘ運輸食料品 × 10トン○○工場～小売店ア2/1（木）

○○11-12－Ｘ運輸食料品 × b箱○○工場～卸売店イ2/1（木）

○○11-13１次請けＡ運輸食料品 × c個○○工場～小売店ウ2/1（木）

○○11-14２次請けB運輸食料品 × dケース××工場～倉庫エ2/1（木）

○○22-11－Ｘ運輸食料品 × eトン○○工場～小売店ア2/2（金）

○○22-12－Ｘ運輸食料品 × f箱××工場～卸売店イ2/2（金）

○○22-13１次請けC運輸食料品 × gケース××工場～倉庫エ2/2（金）

○○22-14３次請けD運輸食料品 × h個××工場～卸売店オ2/2（金）

実運送体制管理簿のイメージ

・保有台数：50台 ・常時利用する下請事業者の保有台数：50台
・荷主３社（食料品メーカー甲社、製紙メーカー乙社、機械メーカー丙社）

実運送体制管理簿（食料品メーカー甲社）

・
・
・

・
・
・

事例 ： トラック事業者Ｘ運輸

・
・
・

・
・
・

実運送体制管理簿（製紙メーカー乙社）

実運送体制管理簿（機械メーカー丙社）

様式など決まっていないため、既存の配車表を活用するなど、事業者の取り組みやすい形で作成。電磁的記録での作成も可。⇒

（※）：法律上、実運送体制管理簿として
記載が義務付けられる事項

7



貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律
貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

概要

○ ドライバーの担い手不足により、何もしなければ2030年には輸送能力が34％不足
○ 物流は国民生活及び経済活動の基盤であり、エッセンシャルワーカーであるトラックドライバーの経済的社
会的地位の向上等により、我が国の物流の持続可能性の確保及び国民経済の健全な発展を図るため、トラッ
クドライバーの適切な賃金の確保とトラック運送業界の質の向上等を目的として、貨物自動車運送事業法を
改正するとともに、それを担保するための新法を制定。

１．許可の更新制度の導入

トラック運送事業の許可について、５年ごとの
更新制を導入

２．「適正原価」を下回る運賃及び料金の制限

トラック運送事業者は、自ら貨物を運ぶときや、
他の事業者に運送を委託するときは、国土交通大
臣が定める「適正原価」を継続して下回らないこ
とを確保

３．委託次数の制限

トラック運送事業者及び貨物利用運送事業者は、
元請として運送を引き受ける場合、再委託の回数
を二回以内に制限するよう努力義務化

４．違法な「白トラ」に係る荷主等の取締り

許可や届出なく有償で運送行為を行うトラック
（いわゆる「白トラ」）の利用を禁止（罰則付）
荷主等に対しては是正指導も実施

１．基本方針の策定

（１）体制の整備

①許可の更新事務及び②事業適正化支援等を適
切・効率的に実施できるよう独立行政法人に行わ
せる等必要な体制を整備

（２）財源の確保等

上記業務の実施に必要な費用を確保できるよう、
⑴①について更新手数料等によるほか、⑴②につ
いて広く社会で支える観点から財源措置を検討

２．法制上の措置等

政府は基本方針に基づき、必要な法制上の措置
等を本法律の施行後３年以内を目途として講じる

３．物流政策推進会議
政府は、物流に関する施策の総合的かつ集中的

な推進を図るため、物流政策推進会議を設置
推進会議の下に、連絡調整を行うための関係者

会議を設置

貨物自動車運送事業法の一部改正 貨物自動車運送事業の適正化のための
体制の整備等の推進に関する法律

担
保（※）貨物利用運送事業者についても同様に規制

（※）適正原価を支払わない荷主については、違反原因行為に
該当するものとして是正指導を実施

（※）標準的運賃については廃止

8



ご静聴ありがとうございました。



【自工会 物流部会】

自主行動計画の改訂について



物流の適正化・生産性向上に向けた
自主行動計画の改訂について

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.1
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１．経緯・目的
自工会ならびに部工会は、2023年6月の政府方針「物流革新に向けた政策パッケージ＊1」「物流の適正化・
生産性向上に向けた荷主・物流事業者の取組ガイドライン＊2」を踏まえ、発・着荷主双方の視点でトラック
ドライバーの長時間労働の改善および輸送能力不足の解消に繋がる改善活動を普及・定着させるべく、
2023年12月「物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画」を策定・公表。

１．https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/dai2/siryou.pdf
２．https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001612798.pdf

2025年4月1日施行「改正物流効率化法（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律）＊3」及び
「改正トラック法（改正貨物自動車運送事業法）＊4」を踏まえ、法令の遵守、目指すべき水準の明確化・
徹底を図るべく「自主行動計画」を改訂。

３．https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/butsuryu-kouritsuka.html
４．https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_mn4_000014.html

自主行動計画の改訂にあたっての考え方と内容について、内容の理解と各事業者における取り組みの徹底を
お願いしたい。

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.

物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画」の改訂について
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■自主行動計画の改訂・公表
（自工会：25年8月1日改訂）
https://www.jama.or.jp/release/docs/reference/2025/20250801.pdf

（部工会：25年8月8日改訂）
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/2508_JAPIA%20Logistic%20Action%20Plan.pdf

■主な改訂内容
・改正物流効率化法において「１回の受け渡しごとの荷待ち・荷役時間を１時間以内に設定」が努力義務化
されたことを受け、「荷待ち・荷役時間２時間以内」を改め、「１時間以内を目標とする」記載に更新。

・改正トラック法において「運送契約締結時の必要記載項目（６項目）が記載された書面交付」が義務化さ
れたことを受け、「“運賃”と役務等の対価である“料金”が適切に支払われていることを明らかにする」
旨を明記。

・改正トラック法において「二次を超える多重下請が発生しないこと」が努力義務化されたことを受け、
その旨を追記。

・運送契約適正化の重要性が高まっている状況を踏まえ「物流サービスにおける取引適正化、適正な価格転嫁
促進のため、関連法規の遵守を大前提とした取り組みを行う」旨を明記。

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.3

２．改定の内容

https://www.jama.or.jp/release/docs/reference/2025/20250801.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/2508_JAPIA%20Logistic%20Action%20Plan.pdf


NO 改正法の該当項目 更新の考え方 （現）自主行動計画の記載内容 （新）自主行動計画の記載内容

１ 改正物効法

●荷待ち時間の短縮（努力義務）
●荷役等時間の短縮（努力義務）

努力義務として、１回の受け渡し
ごとの荷待ち時間等１時間以内と
設定しつつ、２時間を超えないよう
荷待ち・荷役等の時間を短縮する
ことを記載

・１時間以内を目標とする旨を
記載。

・１時間以内目標は、新物効
法の基本方針に謳われており、
自工会として、法律の主旨に
沿って活動していくという意志
を明確化する。

■物流業務の効率化・合理化

②荷待ち・荷役作業等時間２時間以内ル－ル

・物流事業者に対し、長時間の荷待ちや、運送契
約にない運転等以外の荷役作業等をさせません。

・また、荷主責任による荷待ち、荷役作業等にか
かる時間をそれぞれの作業場所で計２時間以内
とします。

・その上で、荷待ち、荷役作業等にかかる時間が
２時間以内となった、或いは既に２時間以内と
なっている場合は、更なる荷待ち、荷役作業等に
かかる時間の短縮のための取組を行います。

・また、物流事業者が貨物自動車運送事業法等
の関係法令及び法令に基づく命令を遵守して事
業を遂行することができるよう、必要な配慮を行
います。

■物流業務の効率化・合理化

②荷待ち・荷役作業等時間の短縮

・物流事業者に対し、長時間の荷待ちや、運送契
約にない運転等以外の荷役作業等をさせません。

・また、荷主責任による荷待ち、荷役作業等にか
かる時間を短縮し、目標時間をそれぞれの作業
場所で計１時間以内とします。

・また、物流事業者が貨物自動車運送事業法等
の関係法令及び法令に基づく命令を遵守して事
業を遂行することができるよう、必要な配慮を行
います。

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.4

３．改訂の詳細／新旧対照表



NO 改正法の該当項目 更新の考え方 （現）自主行動計画の記載内容 （新）自主行動計画の記載内容

２ 改正トラック法

●運送契約締結時の書面交付
＜必須事項＞

運送契約の範囲や運賃・料金の明確
化を図るため、運送契約締結時に、運
送サービス（附帯業務等も含む）の内
容やその対価等について記載した書
面の交付を義務付け。

＜記載必要６項目＞
①運送役務の内容・対価
②荷役作業等の内容・対価
③特別に生ずる費用に係る料金
④運送契約当事者の氏名・名称・住所
⑤運賃・料金の支払方法
⑥書面の交付年月日

・改正トラック法の趣旨に沿っ
た改訂を行う。

・改正トラック法に準拠する旨
を明記の上で、書面交付の記
載６項目の内容は記載せず。

・「運賃と料金の別建て契約」
について、改正トラック法6項目
の記載に置き換わったものと
解釈の上、同法を遵守すること
を以て、自主行動計画におけ
る記載を割愛。

■運送契約の適正化

⑦運送契約の書面化
運送契約は書面又はメール等の電磁的方法を原則と
します。

⑨運賃と料金の別建て契約
運送契約を締結する場合には、運送の対価である
「運賃」と運送以外の役務等の対価である「料金」を別
建てで契約することを原則としますが、別建て契約
が難しい場合には、運送と運送以外の役務等の双方
の対価が支払われていることを明らかにできるように
します。

■運送契約の適正化

⑦運送契約締結時の書面相互交付
改正貨物自動車運送事業法など関係法令を遵守した
運送契約締結時の書面相互交付を行い、「運賃」と役
務等の対価である「料金」が適切に支払われているこ
とを明らかにします。

・運送契約適正化の重要性が
高まっている状況を踏まえ、
自主行動計画「序文」の記載を
更新。

●自工会および自工会に加盟する各完成車メーカー
は、この自主行動計画の確実な実行と遵守状況の定
期的なフォローアップに率先して取り組み、物流の適
正化・生産性の向上に向けた取り組みの浸透と、リー
ダーシップを発揮していく。

●また、物流サービスにおける取引適正化、適正な
価格転嫁の促進のため、物流事業者との契約および
受発注においては関連法規の遵守を大前提とした取
り組みを行う。

●自工会および自工会に加盟する各完成車メーカー
は、この自主行動計画の確実な実行と遵守状況の定
期的なフォローアップに率先して取り組み、物流の適
正化・生産性の向上と運送契約の適正化に向けた取
り組みの浸透にリーダーシップを発揮していく。

「下請け構造を二次以内に収
める」努力義務を踏まえ更新。

⑪下請取引の適正化
運送契約の相手方の物流事業者（元請事業者）に
対し、下請に出す場合⑦から⑩までについて対応
することを求めるとともに、多重下請構造が適正
な運賃・料金の収受を妨げる一因となることから、
特段の事情なく多重下請による運送が発生しない
よう留意します。

⑩下請取引の適正化
運送契約の相手方の物流事業者（元請事業者）に
対し、下請に出す場合⑦から⑨までについて対応
することを求めるとともに、多重下請構造が適正
な運賃・料金の収受を妨げる一因となることから、
特段の事情なく二次を超える多重下請による運送
が発生しないよう留意します。
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「運賃と料金の別建て契約」について、改正トラック
法6項目の記載に置き換わったものと解釈の上、
同法を遵守することを以て、自主行動計画におけ
る記載を割愛する。
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（参考）物流「自主行動計画」の章・項目建て

（現）章・項目建て （新）章・項目建て

序文（物流の適正化等に向け、完成車メーカーとして主体的に取り組む意思表明 他）

１．ガイドラインに基づく取組
■物流業務の効率化・合理化
①荷待ち時間・荷役作業等にかかる時間の把握
②荷待ち・荷役作業等時間２時間以内ル－ル
③物流管理統括者の選定
④物流の改善提案と協力
⑤適正な運送への協力
⑥納品リードタイムの適正化

■運送契約の適正化
⑦運送契約の書面化
⑧荷役作業等に係る対価
⑨運賃と料金の別建て契約
⑩燃料サーチャージの導入・燃料費等の上昇分の価格への反映
⑪下請取引の適正化

■安全の確保
⑫異常気象時等の運行の中止・中断等
⑬荷役作業時の安全対策

２．業界独自の取組
■物流特性を踏まえた更なる物流の効率化・合理化
①物流特性を踏まえた共同物流の推進

■定期的なフォローアップ・PDCAの実行
②定期的なフォローアップとPDCAサイクルの実施

自主行動計画＜日程表＞

序文（物流の適正化等に向け、完成車メーカーとして主体的に取り組む意思表明 他）

１．ガイドラインに基づく取組
■物流業務の効率化・合理化
①荷待ち時間・荷役作業等にかかる時間の把握
②荷待ち・荷役作業等時間の短縮
③物流管理統括者の選定
④物流の改善提案と協力
⑤適正な運送への協力
⑥納品リードタイムの適正化

■運送契約の適正化
⑦運送契約締結時の書面相互交付
⑧荷役作業等に係る対価

⑨燃料サーチャージの導入・燃料費等の上昇分の価格への反映
⑩下請取引の適正化

■安全の確保
⑪異常気象時等の運行の中止・中断等
⑫荷役作業時の安全対策

２．業界独自の取組
■物流特性を踏まえた更なる物流の効率化・合理化
①物流特性を踏まえた共同物流の推進

■定期的なフォローアップ・PDCAの実行
②定期的なフォローアップとPDCAサイクルの実施

自主行動計画＜日程表＞

今回の更新対象の項目



●日本の自動車産業は幅広い裾野を持ち、サプライチェーンを支える物流も広範囲に渡る。輸送形態を大きく分類
すると、生産に必要な材料・部品を生産工程に輸送する「生産部品（調達）物流」、完成車を販売店等に輸送
する「完成車物流」、及びアフターセールスサービスのための補修部品等を販売店等に輸送する「補給部品物流」
の３つに分類できる。それぞれの前後工程を効率的に連鎖させるため、輸送量や頻度は完成車メーカーの要求に
合わせて行われることが多く、こうした自動車産業の物流の適正化・生産性向上については完成車メーカーが
計画的かつ継続的に改善活動に取り組むことが不可欠である。

●よって、日本自動車工業会(以下、自工会)は、物流の適正化・生産性向上に係る政府方針（※下記）を踏まえ、
    発荷主事業者及び着荷主事業者双方の視点でトラックドライバーの長時間労働の改善および輸送能力不足の解消
    につながる改善活動を普及・定着させるべく、自工会に加盟する各完成車メーカーが取り組む「物流の適正化・
   生産性向上に向けた自主行動計画」（以下、自主行動計画）をここに示す。

  【※2023年6月2日に開催された「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」において取りまとめられた「物流革新に向けた政策
      パッケージ」、ならびに、この政策パッケージに基づく施策の一環として、経済産業省、農林水産省、国土交通省が取り組むべき
      事項をまとめた「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」】
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４．自主行動計画＜本文＞2025年8月1日改訂（改訂箇所：赤字表示）
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●尚、「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」における
「実施することが推奨される事項」のうち、下記の各事項については自主行動計画への記載を省略するが、
自工会に加盟する各完成車メーカーは、物流業界の課題解決に向け、従来より各社の実情に相応し、且つ各社ごと
の実現手法により、取り組みを進めていることをここに明らかにする。

    ・予約受付システムの導入
・パレット等の活用
・入出荷業務の効率化に資する機材等の配置
・検品の効率化・検品水準の適正化
・物流システムや資機材（パレット等）の標準化
・輸送方法・輸送場所の変更による輸送距離の短縮
・物流事業者との協議
・高速道路の利用
・運送契約の相手方の選定
・出荷情報等の事前提供
・物流コストの可視化
・荷主管理下の施設の改善
・混雑時を避けた出荷
・発送量の適正化
・発注の適正化
・混雑時を避けた納品

●また、物流サービスにおける取引適正化、適正な価格転嫁の促進のため、物流事業者との契約および受発注に
おいては関連法規の遵守を大前提とした取り組みを行う。
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●自工会および自工会に加盟する各完成車メーカーは、この自主行動計画の確実な実行と遵守状況の定期的な

フォローアップに率先して取り組み、物流の適正化・生産性の向上と運送契約の適正化に向けた取り組みの浸透
に、リーダーシップを発揮していく。この活動にあたっては、物流事業者や自動車関連団体とも連携・協力をする
ことで、日本の物流を持続可能なものにさせていくことのみならず、日本の自動車産業の発展を行っていく。

１．ガイドラインに基づく取組

■物流業務の効率化・合理化
３万点に及ぶ自動車を構成する部品の1点でも届かないと生産ラインが滞り、無駄なコストが発生する自動車産業
の特性上、サプライチェーンに関連する業務の効率化・合理化は、過去より領域を越えた取組が相当程度行われて
きている。
出荷・入荷の条件決定には生産部品物流では生産ラインの制約が、完成車物流・補給部品物流では販売店や整備工
場の納期が大きく関わっており、自動車業界の物流業務は後工程への影響と製品コストが複雑に連鎖している。
更なる物流業務の効率化・合理化に向けては、より正確な時間把握やルール、責任者の選任といった体制づくりが
不可欠であり、これらの整備を行うことで、荷待ち、荷役作業等（荷積み・荷卸し・附帯業務）にかかる時間の
短縮を行う。

①荷待ち・荷役作業等にかかる時間の把握
発荷主事業者としての出荷または着荷主事業者としての入荷に係る荷主責任による荷待ち、荷役作業等にかかる
時間を把握します。
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②荷待ち・荷役作業等時間の短縮
物流事業者に対し、長時間の荷待ちや、運送契約にない運転等以外の荷役作業等をさせません。また、荷主責任に

よる荷待ち、荷役作業等にかかる時間を短縮し、目標時間をそれぞれの作業場所で計１時間以内とします。
また、物流事業者が貨物自動車運送事業法等の関係法令及び法令に基づく命令を遵守して事業を遂行することが
できるよう、必要な配慮を行います。

③ 物流管理統括者の選定
物流の適正化・生産性向上に向けた取組を総合的に実施するため、物流業務の実施を統括管理する者（役員等）
を選任します。物流管理統括者は、物流の適正化・生産性向上に向けた取組の責任者として、販売部門、調達部門
等の他部門との交渉・調整を行います。

④ 物流の改善提案と協力
物流事業者との契約において物流に過度な負担をかけているものがないか検討し、改善します。また、取引先や
物流事業者から、荷待ち時間や運転者等の手作業での荷積み・荷卸しの削減、附帯業務の合理化等について要請が
あった場合は、真摯に協議に応じるとともに、自らも積極的に提案を行います。

⑤ 適正な運送への協力
トラック運転者が輸配送先まで適切に休憩を取りつつ運行することが可能なスケジュールが組めるよう協力します。

⑥ 納品リードタイムの確保
物流事業者の準備時間確保や柔軟な輸送手段適用等、要望に応じ、発注から納品までの納品リードタイムを確保し
ます。納品リードタイムを短くせざるを得ない特別な事情がある場合には、自ら輸送手段を確保する（引取物流）
等により、物流負荷の軽減に取り組みます。
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■運送契約の適正化
自動車業界の商慣習として、運転者が出荷元で貨物を引取り車上に積み、納品先で車上から貨物を降ろすところ
までが業務範囲となっていることが多い。特に四輪完成車は、キャリアカーという特殊な輸送車両で販売店等へと
搬送され、積み降ろしには運転者の熟練した技能を要するので、運送契約は荷役と一体となっていることが一般的
である。
よって契約或いは都度の見積もりにおいては業務範囲を明確にし、積み降ろし及びそれ以上の荷役が必要な場合は、
それらも含めた費用の対価を明らかにして物流事業者に支払う。

⑦ 運送契約締結時の書面相互交付
改正貨物自動車運送事業法など関係法令を遵守した運送契約締結時の書面相互交付を行い「運賃」と役務
等の対価である「料金」が適切に支払われていることを明らかにします。

⑧ 荷役作業等に係る対価
運転者が行う荷役作業等の対価を支払う者を明確化し、物流事業者に対し、当該荷役作業等に係る適正な対価
を支払います。
また、自ら運送契約を行わない場合においても、取引先から運送契約において定められた荷役作業等を確認し、
当該荷役作業が運送契約にないものであった場合は、対価を支払う者を明確化し、当該者から取引先又は物流
事業者に対して別途その対価を支払うよう調整します。

⑨ 燃料サーチャージの導入・燃料費等の上昇分の価格への反映
物流事業者から燃料サーチャージの導入について相談があった場合及び燃料費等の上昇分や高速道路料金等の

   実費を運賃・料金に反映することを求められた場合には協議に応じ、コスト上昇分を運賃・料金に適切に転嫁
   します。
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⑩ 下請取引の適正化
   運送契約の相手方の物流事業者（元請事業者）に対し、下請に出す場合、⑦から⑨までについて対応することを

求めるとともに、多重下請構造が適正な運賃・料金の収受を妨げる一因となることから、特段の事情なく

二次を超える多重下請による運送が発生しないよう留意します。

■安全の確保
  自動車産業は「安全」を企業活動の大前提と認識しており、我々の企業活動に関わる部品・完成車の輸送において
も安全への配慮を何よりも重要としてきた。より持続的な物流機能の維持のため、運転者等の物流事業者の安全の
確保に継続して取り組む。

⑪ 異常気象時等の運行の中止・中断等
   台風、豪雨、豪雪等の異常気象が発生した際やその発生が見込まれる際には、無理な運送依頼を行いません。
   また、運転者等の安全を確保するため、運行の中止・中断等が必要と物流事業者が判断した場合は、その判断を

尊重します。

⑫ 荷役作業時の安全対策
   荷主自ら荷役作業を行う場合には、労働災害の発生を防止するため、安全な作業手順の明示、安全通路の確保、
   足場の設置等の対策を講じます。また物流事業者が荷役作業を行う場合は同様の対策を講じているか確認します。

いずれの場合においても事故が発生した場合の損害賠償責任を明確化します。
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２．業界独自の取組

■物流特性を踏まえた更なる物流の効率化・合理化
  トラックドライバーの長時間労働の改善および輸送能力不足の解消につながる改善活動を普及・定着させるべく、 
  自動車産業として、「生産部品（調達）物流」、「完成車物流」、「補給部品物流」の其々について、各特性を
  踏まえ、共同物流を軸とした、一層の物流効率化・合理化に向けた取組みを推進していく。

① 物流特性を踏まえた共同物流の推進
 ～生産部品（調達）物流～
   生産に直結する物流であり、モノづくりの競争力を維持しつつ、仕入先間の共同物流化（複数の仕入先から部品
   を集荷し積載率を高めるミルクラン）を、各完成車メーカーが仕入先、物流事業者と連携し、取り組みます。
   また、引取り物流化（完成車メーカーが物流事業者を手配）や、中継地の設置（仕入先から混載で集荷し、納入
   先別に仕分け発送する機能）等の方策により、上記推進を加速させていきます。

 ～完成車物流～
   四輪完成車を輸送するキャリアカーや二輪完成車を輸送する専用車両は、トラックと違い汎用性が低いため、
   自動車業界の中で往復の荷を確保することが必要であり、各完成車メーカーの生産拠点の立地や荷量バランスを
   踏まえ、完成車メーカー間の共同物流化を推進し、積載率の向上、空荷区間の低減に取り組みます。

 ～補給部品物流～
   完成車メーカーの出荷拠点から部品販社拠点までの１次輸送と部品販社拠点から販売店への２次輸送があり、
   積載率の低い２次輸送の共同物流を部品販社と連携し拡大していくとともに、１次輸送についても、25m連結
   フルトレーラー等を使った完成車メーカー間での共同物流化を推進し、更なる積載効率の向上を図ります。
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■定期的なフォローアップ・ＰＤＣＡの実行
  物流の適正化・生産性向上の推進には、自主行動計画に掲げた方針や取組事項を、自工会活動及び自工会会員
  各社の物流に定着させることが重要である。そのため、自工会は経済産業省が定めるフォローアップの指針を
  踏まえ、自主行動計画の実施状況を定期的にフォローアップし、PDCA サイクルにより会員各社の物流を改善
  していく。

② 定期的なフォローアップとＰＤＣＡサイクルの実施
   自主行動計画に掲げた事項が確実に実行され浸透するよう、定期的なフォローアップを実施します。
   フォローアップ調査結果に基づき、PDCA サイクルを回して、会員各社の物流の改善活動を不断に実施します。
   特に進捗が充分でなかった項目については、早期に改善を進めます。
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物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画＜日程表＞



◆今回の改訂を受け、荷役作業の内容や荷待ちが発生した際の対価の支払いなど、
より一層、発着荷主の連携強化が必要

Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc.16

５．発着荷主双方の連携強化について

１．ガイドラインに基づく取組 連携強化対象

　■物流業務の効率化・合理化

　　①荷待ち時間・荷役作業等にかかる時間の把握 ○

　　②荷待ち・荷役作業等時間の短縮 ○

　　③物流管理統括者の選定

　　④物流の改善提案と協力 ○

　　⑤適正な運送への協力 ○

　　⑥納品リードタイムの適正化 ○

　■運送契約の適正化

　　⑦運送契約締結時の書面相互交付 ○

　　⑧荷役作業等に係る対価 ○

　　⑨燃料サーチャージの導入・燃料費等の上昇分の価格への反映

　　⑩下請取引の適正化

　■安全の確保（今回の改訂を機に）

　　⑪異常気象時等の運行の中止・中断等 ○

　　⑫荷役作業時の安全対策 ○
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５．発着荷主双方の連携強化について（連携事例）

（１）長時間の荷待ち/荷役発生時の対応

（２）＜運送契約の適正化＞ドライバーに委託する作業内容の把握

第一種荷主（契約荷主）である場合 第二種荷主（非契約荷主）である場合

発荷主 ・着荷主から右記の情報提供を受け ・着荷主（契約荷主）へ

　必要に応じ運送会社と調整 　発荷主側で長時間の荷待ち/荷役時間発生時の連絡

　（着荷主（契約荷主）へ

　　発荷主側での荷待ち/荷役時間実績の提供）

着荷主 ・発荷主から右記の情報提供を受け ・発荷主（契約荷主）へ

　必要に応じ運送会社と調整 　着荷主側で長時間の荷待ち/荷役時間発生時の連絡

　（発荷主（契約荷主）へ

　　着荷主側での荷待ち/荷役時間実績の提供）

第一種荷主（契約荷主）である場合 第二種荷主（非契約荷主）である場合

発荷主 ・着荷主から右記の情報提供を受け ・着荷主（契約荷主）へ

　必要に応じ運送会社と調整 　発荷主側で運送会社（ドライバー）に委託している作業内容を共有

着荷主 ・発荷主から右記の情報提供を受け ・発荷主（契約荷主）へ

　必要に応じ運送会社と調整 　着荷主側で運送会社（ドライバー）に委託している作業内容を共有



ご清聴いただき
有り難うございました
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【部工会 物流WG】

物流支援ツールの見直しについて
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物流労働力不足に対する政府の動き

・23年6月 官邸から荷主企業に対する通常国会での法制化公表

23年6月 「物流革新に向けた政策パッケージ」 公表（我が国の物流の革
新に関する関係閣僚会議）

・ドライバーの長時間労働、低賃金 → 高齢化、担い手不足
・働き方改革 → 24.4～時間外労働の上限規制 (960H)

不足するトラック輸送能力

2024年 14.2%（4億トン相当）

2030年 34.1％（9億トン相当）

業界に求められていること

・荷待,荷役時間の削減 現状 3h → 2h(▲1h)

・積載効率の向上 現状 40％以下 → 50％以上

物流事業者の努力だけでは解決できない

背景

慢性的な課題

中長期的に継続して取り組む枠組み

（１）商慣行の見直し
多重下請構造の是正、適正運賃の収受
価格転嫁、トラックGメンの設置 等

（２）物流の効率化
物流DX、物流標準化 等

（３）荷主・消費者の行動変容
経営者層の意識改革・行動変容 等 荷主主導による物流革新が必要

・物流効率を左右する納入要件決定
(単位・量・タイミング・荷姿 等)

・着荷主の意向を尊重
・出荷要件決定(タイミング・荷姿 等）

＜参考＞荷主事業者の要件により物流事業者の負荷が左右される

荷物

物流事業者
(多重下請構造)

着荷主
（発注者）

納入要件
＋出荷要件

物流事業者に作業の
シワ寄せが行き易い

発荷主
（受注者）

納入要件
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基本的な考え方（部工会のスタンス）

【発注者の立場で「襟を正す」：荷主 ⇔ 物流事業者】
荷主が物流事業者の声に耳を傾け、能動的にドライバーの働き方改革に寄与する

【サプライチェーン全体への浸透：発荷主 ⇔ 着荷主】
物流を “協調・連携領域” として捉え、一体となって取組む

日本の自動車産業は幅広い裾野を持ち、サプライチェーンを支える物流は広範囲に渡る。～～～～～～～～～～

人口減/高齢化社会においても、効率的で強靭なサプライチェーンを実現するには、「発荷主」「物流事業者」「着荷主」

が三位一体となり、物流の担い手であるドライバーの負担軽減に繋がる改善活動に計画的かつ継続的に取り組む

ことが不可欠である。～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～今後の更なる物流労働人口の不足を踏まえ、今の時代に即した持続可能な物流の在り方に見

直す時期と捉え、部工会及び部工会に加盟する会員企業は、この自主行動計画の確実な実行と遵守状況の定期

的なフォローアップに率先して取り組み、物流の適正化・生産性向上の取り組みの浸透を図る。

（前書き）P2（表紙）P1 ▼上記スタンスを自主行動計画の前書きに以下の通り、織り込み

＜荷主＞
能動的な働きかけ

後押しする社内風土の醸成

＜物流事業者＞
率直な意見・困りごとの打ち上げ

積極的に協議に臨む姿勢
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実施担当 23 24 25 26 27 28以降

■物流業務の効率化/合理化（乗務員作業改善）

①荷待ち時間・荷役作業にかかる時間の把握

②荷待ち・荷役作業時間2時間以内ルール

・定時運行の徹底（荷待ち解消/ゲート確保）

・冗長分の是正（目安2H以内化）

・作業区分の定義（乗務員または倉庫作業者）

・荷役基準時間の設定（ゲート/車格/パレット）

③物流管理統括者設定：全社視点で他部門と調整

④物流の改善提案と協力：荷役含め全般

⑤適正な運送への協力：輸送及び運行管理

⑥納品リードタイムの確保

■輸送/荷役作業の安全確保

⑦異常気象時等の運行の中止・中断など

・物流事業者の判断を尊重

・判断基準づくり：着荷主が判断する運用の検討

⑧荷役作業時の安全確認

■運送契約の適正化

⑨運送契約の書面化

⑩荷役作業に係わる対価

・運転者が行う荷役作業料と支払者の明確化

・運賃契約に織込み対価支払い

⑪運賃と料金の別建て契約

・役務時間*労務レートを合意し契約に織込み

⑫燃料サーチャージの導入/燃料費変動分の価格反映

⑬下請取引の適正化：多重下請けの抑止

■生産部品物流の特性を踏まえた更なる改善推進

①納入要件の基準ルールづくり

・納入荷姿：基本パレット単位

・納入ロット（頻度）の適正化

・納場の指定及び空箱など包装資材回収ルール

②物流リソース有効活用に向けた基盤の整備

・輸送網：遠隔地ハブ活用/共同輸送/ミルクランなど

・物流環境：積卸し場の整備/包装資材の標準化など

・物流情報の共有：基盤の整備

実施項目

独

自

の

取

組

み

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

に

基

づ

く

取

組

み

発荷主/着荷主

(納入/調達)が

共に取り組む

物流事業者と契

約する荷主が取

り組む

発荷主/着荷主

(納入/調達)が

共に取り組む

時間の把握 より正確な時間の把握（システム活用など）

2Hルール徹底

更なる短縮に

向けた荷役

基準時間

の設定

更なる短縮

PDCA推進

人選/任命

物流事業者と一体となった改善推進

体制づくり

無理な運送依頼の撤廃、物流事業者の判断の尊重

個社毎

で活動

ベストプラ

クティスの

共有

実態

調査

部工会

で目線

合わせ・

基準作り

物流の効率化/合理化

PDCA

実態把握 取引先/物流事業者の要望を踏まえ基準を設け、リードタイムを適正化

実態確認/

運用の見直し

実態確認

安全な作業手順の明示

荷主と物流事業者双方による提案・検討の推進

改善の

方向性検討

自工会と

協議

実態把握

更新タイミングに合わせ書面化/電磁式方法へシフト

運用構築 運用開始

荷主自ら物流事業者に能動的に働きかけ、明示的な協議を行う

現状確認 特段の事情ない多重下請の撤廃働きかけ

実態把握

現状確認

別建て契約又は対価支払い明確化契約交渉

現状確認

取組み① 荷役作業の効率化
ねらい：効率的な物流プロセスで業界標準を確立
◆荷役作業の時間短縮に向けた重点管理ポイントの確立
◆荷役作業の時間管理ツールの作成・展開

取組み③ ドライバーの安全確保
ねらい：異常気象時の運行中止・中断の判断基準づくりと運用ルールの確立
◆対応の考え方の整理、構築
◆輸送支援サービスを活用した事例づくり

取組み④ 生産部品物流の更なる改善推進
ねらい：積載効率向上のための共同物流の推進や納入要件の基準づくり
◆共同輸送の推進に向けた実績づくり
◆物流効率化ガイドラインの作成・展開

必
要
項
目
対
応

推
奨
項
目
対
応

取組み② 運送契約の適正化
ねらい：変動費を考慮した公正な運送契約の確立
◆標準的な運賃の周知・理解活動
◆運賃表に考慮されていない変動要素の運賃反映における考え方の確立

各取組みチームにて個別に活動を推進し、物流WG（１回/月）にて
進捗報告、意見交換の上で合意形成を図り、活動を推進中

①発注者の立場で襟を正す活動（荷主 ⇔ 物流事業者）

②物流を協調領域と捉え一体となって進める活動（発荷主 ⇔ 着荷主）

自主行動計画策定と活動概要
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物流問題は社会課題であり、業界全体で取組
む必要があることから、物流支援ツール、物流
効率化ガイドラインは一般ページにて掲載

各種物流ガイドライン

部工会ホームページ掲載：物流強靭化

物流支援ツール

部工会HP

展開物 時期 概要

物流
支援
ツール

① 時間管理ツール ’24/9 荷役作業の開始・終了時間を記録するためのタイムスタンプ簡易ツール

② 荷役作業の重点管理チェックリスト ’24/9
荷役作業の時間短縮を達成するための実施推奨の項目が一覧化されたチェックリスト
（自己診断ツール）※解説集付き

③ 運送契約・運賃チェックリスト ’24/9
発注者（荷主）の立場で運賃も含めた運送契約全般に関する項目が一覧化された
チェックリスト（自己診断ツール）※標準的な運賃の理解向上などの解説集付き

④ 物流効率化ガイドライン ’25/3
物流目線で受発注や輸送/運搬の要件を見直すことで、サプライチェーン全体で物流リ
ソースを最大限活用することを目的とし、ガイドラインとして取り纏めたもの

⑤ ドライバーの安全確保に向けた対応の考え方 ‘25/5
台風や大雪などに対する事前予測とその対応への身構えをすることで、ドライバーの安全
確保と物流の遅延を最小限に抑えることを目指し、その対応の考え方を取り纏めたもの

https://www.japia.or.jp/
https://www.japia.or.jp/
https://www.japia.or.jp/work/buturyu/buturyusientool
https://www.japia.or.jp/work/buturyu/buturyusientool
https://www.japia.or.jp/work/buturyu/buturyusientool
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/202503_Logistic%20Kaizen%20Guideline.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/202503_Logistic%20Kaizen%20Guideline.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/Basic%20concept%20for%20driver's%20safety.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/Basic%20concept%20for%20driver's%20safety.pdf
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物流 自主行動計画と法改正との相関一覧

物流の適正化・生産性向上に向けた
自主行動計画（自工会・部工会共通）

法改正

Ⅰ：物効法
（）内：特定事業者該当

Ⅱ：トラック法
（）内：運送事業者該当

❶
積載
効率

❷
荷待
時間

❸
荷役
時間

➍
実効性
確保

❺
中長期
計画

❻
定期
報告

❼
CLO
選任

❽
書面
交付

❾
健全化
措置

❿
体制

管理簿

⓫
業務
記録

① 荷待ち・荷役作業等にかかる時間の把握 〇 〇 〇 （●） （●） （●）

② 荷待ち・荷役作業等の時間短縮 〇 〇 〇 （●） （●） （●）

③ 物流管理統括者の選定 〇 （●）

④ 物流の改善提案と協力 〇 〇 〇 〇 （●） （●）

⑤ 適正な運送への協力

⑥ 納品リードタイムの確保 〇 〇

⑦ 異常気象時等の運行の中止・中断等

⑧ 荷役作業時の安全対策

⑨ 運送契約締結時の書面相互交付 ●

⑩ 荷役作業等に係る対価 ● （〇）

⑪ 燃料サーチャージの導入・高速料金など ●

⑫ 下請取引の適正化 （●）

●：必須、〇：努力義務

法改正対象外

法改正対象外
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物流支援ツールの見直し対象

Ⅰ：物効法改正 物流 自主行動計画

荷役作業の重点管理チェックリスト

運送契約・運賃チェックリスト

物流効率化ガイドライン

Ⅱ：トラック法改正

自主行動計画
（自工会・部工会共通） 荷

役
作

業
の

重
点

管
理

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

運
送

契
約

・
運

賃
チ

ェ
ッ
ク

リ
ス

ト

物
流

効
率

化
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン

乗
務

員
の

安
全

確
保

に
関

す
る

考
え

方

① 荷待ち・荷役作業等にかかる時間の把握 〇 〇

② 荷待ち・荷役作業等の時間短縮 〇 〇

③ 物流管理統括者の選定 〇

④ 物流の改善提案と協力 〇

⑤ 適正な運送への協力

⑥ 納品リードタイムの確保

⑦ 異常気象時等の運行の中止・中断等 〇

⑧ 荷役作業時の安全対策 〇

⑨ 運送契約締結時の書面相互交付 〇

⑩ 荷役作業等に係る対価 〇

⑪ 燃料サーチャージの導入・高速料金など 〇

⑫ 下請取引の適正化 〇

▼自主行動計画と部工会ガイドラインの相関

運用ツール 概要

荷役作業の重点管理チェックリスト 荷役作業の時間短縮のための実施
推奨の項目が一覧化されたチェックリ
スト（自己診断ツール）

上記チェックリストの解説集 ガイドライン、用語集を含め、チェックリ
ストにおける確認項目毎の詳細説明

運送契約・運賃チェックリスト 発注者の立場で運賃も含めた運送
契約全般に関する項目が一覧化され
たチェックリスト（自己診断ツール）

上記チェックリストの解説集 ガイドラインを含め、チェックリストにおけ
る確認項目毎の詳細説明

乗務員の安全確保に関する考え方

▼見直し対象の運用ツール

https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.japia.or.jp%2Ffiles%2Fuser%2Fjapia%2Fwork%2Fbuturyu%2F202409_Checklist%2520for%2520cargo%2520handling%2520work.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/202409_Explanation%20book%20for%20cargo%20handling%20work.pdf
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.japia.or.jp%2Ffiles%2Fuser%2Fjapia%2Fwork%2Fbuturyu%2F202409_Checklist%2520for%2520fare%2520contract.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/202409_Explanation%20Book%20for%20fare%20contact.pdf
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物流支援ツールの見直し：まとめ

# 物流支援ツール 考え方と見直し内容

１ 荷役作業の効率化

（１）荷役作業の重点管理チェックリスト 改正物効法に伴い、荷役作業の時間における目標、管理方法を以下の通り見直し

・ 【目標】 荷役作業の時間は作業場毎に１時間以内を目標とする
（＝ゲート毎のトラック着発時間の計画は１時間以内/便とする）
※ただし、車格や荷量、部材の特性から１時間を超えざるを得ない場合を除く
（例：フルトレ、重量物、危険物、精密品など）
↑ 自主行動計画の改訂内容に平仄を合わせる

・ 【管理】 荷役作業の時間を把握し、以下の場合には原因究明の上、再発防止策を講じる
① 荷役作業時間がダイヤ表上の計画時間を15分以上超える場合
↑ 自主行動計画の改訂に伴い、２時間を超える場合から見直し
② 荷役作業の終了時間が、計画 ＜ 実績 の場合 ← 変更なし

（２）上記、解説集

２ 運送契約の適正化

（１）運送契約・運賃チェックリスト 改正トラック法に伴い、以下２点のチェック項目を追加

A：６つの必須記載事項が織り込まれた書面交付をする旨

B：元請物流事業者に課せられる義務に対し、襟を正す姿勢として、荷主としても能動的に元請物事業者に対し
法令遵守を促す旨、チェック項目として追加

改正トラック法に伴い、上記B同様の考え方から 「２次を超える」 多重下請が発生しないよう留意する旨に見直し

（２）上記、解説集 改正トラック法に伴い、以下スライド（３ページ）を追加

• トラック法改正内容の追加
トラック法の改正内容（A：６つの必要記載事項、B：元請物流事業者への義務）を正しく理解するため

• A：６つの必要記載事項の事例追加
各必要記載事項の書面の取り交わしタイミングや書面の種類など、合法となる運用方法を明確にするため、
部工会 物流WGの会社の実際の対応方法を整理し事例を作成
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物流支援ツール：荷役作業の重点管理チェックリスト

目的 荷役作業の効率化に向けて、重点管理項目について自己診断をする

対象
範囲

着荷主・発荷主の立場に関わらず、倉庫等を含めた自社の工場や物流施設に搬
入・搬出するために必要な荷役作業を確認対象とし、各社の管理対象範囲（課・
係・班など）の部材受入れ/製品出荷トラックステーションをチェックする

設問
内容

全13設問 ※青字：今回の法改正を受けた見直し箇所
1. 荷役作業２時間以内の達成可否について（１問）
2. 荷役時間の把握と管理について（４問）
3. トラック着発管理について（３問）
4. 荷役作業について（５問）

別添
資料

【改善計画書（Sheet２）】 ※必ずしも本帳票の使用を義務付けるものではない

荷役作業が２時間超過の有無に限らず、〇がつかない項目については、改善計画
を立案し、荷役作業の更なる効率化に努める

【解説集】
用語集や設問の意図を説明するために、各設問に関する詳細を記載したもの
（回答欄右側に解説集の該当ページを記載）

② 管理方法も併せて見直し① 目標を１時間へ見直し
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物流支援ツール：荷役作業の重点管理チェックリスト

見直し箇所①：荷役作業２時間以内ルール → 目標１時間以内
１．荷役作業について

• 乗務員の荷待ちも含めた荷役時間に要する時間が２時間以内を達成できている。

• 荷主責任による荷待ちや荷役作業等にかかる時間が作業場毎に１時間以内を達成できている
か。※ただし、車格や荷量、部材の特性から１時間を超えざるを得ない場合は除く（例：フルト
レ、重量物、危険物、精密品など）

見直し箇所②：目標を１時間以内にすることに伴う管理方法の見直し
２．荷役時間の把握と管理について
（1）荷役作業の時間を把握している。

（過去実績として荷役作業２時間以内を達成できているか否かの情報がすぐに提示できる状態にあるか）

（2）トラック着発時間の計画と実績の乖離管理をしている。
（ダイヤ表に基づく計画と実績を照らし合わせる仕組みがあるか）

（3）上記（1）、（2）の情報に基づき、異常があった場合には要因解析し、是正処置、改善
計画を立案している。

（1）荷役作業の時間を把握している。
（過去実績として荷役作業の平均時間やサンプル事例をすぐに提示できる状態にある）

（2）トラック着発時間の計画と実績の乖離管理をしている。
（ダイヤ表に基づく計画と実績を照らし合わせる仕組みがあるか）

（3）荷役作業の時間が計画に対し15分を超えた場合、要因解析し、是正処置、改善計画を
立案している。

（4）荷役作業の終了時間が、計画 ＜ 実績 の場合、要因解析し、是正処置、改善計画を
立案している。

見直し後

見直し後
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【解説集】
荷役作業の重点管理チェックリスト

2025年9月
一般社団法人 日本自動車部品工業会

はじめに（用語集） P1～P2

１．荷待ち・荷役作業の時間短縮について P3

２．荷役時間の把握と管理について
・ 荷待ち・荷役作業の時間管理
・ 荷役作業の時間管理
・ 時間管理ツール
・ 時間管理ツールを活用した想定する業務フロー

P4～P7

３．トラック着発管理ついて P8

４．荷役作業について
・ パレット単位の荷役作業
・ 荷山形成

P9、10

改定版
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はじめに（用語集①）

個社毎で呼称が異なるため、本資料内における用語の認識を合わせるため、以下参照ください。

＜イメージ＞

【トラックステーション】
トラックが停車し、荷積み/荷卸し場の全体を指す用語
（代替用語例：ヤード、プラット、ドック、下屋など）

【トラックゲート】
トラックステーションの内、トラック１台毎に割り振られる停車位置を
指す用語（代替用語例：バース、ポート、ピットなど）

トラックステーションとトラックバースに
ついては、代替用語も含め、個社毎
の呼称により混交している場合があ
りますので、あくまでも例として認識く
ださい。

【パレット】
輸送や荷役、保管するため、荷を単位数量に
まとめて載せる台（物流資材）のことを指す用語
（代替用語例：スキッドなど）＜イメージ＞

＜イメージ＞

＜イメージ＞

入場門 退場門

工場建屋

物流（トラック）導線

＜工場レイアウトイメージ＞

①

荷
積
み
場

②

③

④

⑤

⑥

⑦

荷
卸
し
場

①

②

③

④

⑤

トラックステーション

トラックステーション

トラックゲート トラックゲート
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№

　

3

4

1

2

18:0012:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:006:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00

A工場 トラックステーションダイヤ表
実施日 2024/7/*

★
11Ｄ50
部材他
転送便

①

501
Z-Q工場間転送

Ａ

①

E社
小牧
①

354
D

商事
東富士

C20
B工場転送

①

C社
刈谷

B物流センター出荷品一時置場

室 長 係 長 作 成

★
095
湖
西
地
区

123
P社
三重

C20
B工場転送

②

Ｃ22
G工場間
転送
②

071
F
社
安
城

②

Ｂ02
R加工

Ｂ

■
**化成

数字＝路線No
★＝仕入先
■＝自社手配

ZZ852
QQ
運輸
松尾
太田

600
K
L
C

C33
K社専用便

④

087
L
社

豊

田

①

C33
K社専用便

②

501Z-Q
工場間
転送
Ａ

②

★
084
Q
社

三

好

B

138
ZY富士松

⑥
空・積

502
U社
集荷
④

C11

支

給

品

転

送

502
U社
集荷
③

502
U社
集荷
②

502
U 社
集荷
⑤

C33
K社専用便

③

Ｃ22
G

工場間
転送

124
OPQ
ロジ

Ａ52
L社
入庫
便

E67

R

社

足

利

343
R社
部品
月曜積

415

T社

西宮
他

S02
Vセンター
集荷
⑥

C21
J運輸
転送
①
帰り

216
TL
一宮

転送

E50
W
化成
・

X
理工

S02
Vセンター
集荷
⑫

S02
Vセンター
集荷
⑬

120
Mロジ

341
N

社

静

岡

西

C21
J運輸
転送
①
帰り

S02
Vセンター
集荷
③

S02
Vセンター
集荷
④

S02
Vセンター
集荷
⑤

S02
Vセンター
集荷
⑧

S02
Vセンター
集荷
⑨

S02
Vセンター
集荷
⑩

S02
Vセンター
集荷
⑪

S02
Vセンター
集荷
⑭

A56
H
合
成

073

刈

谷

地

区

②

E40
M社
OP
①

S02
Vセンター
集荷
⑦

094
S協力会

①

承認済

【ダイヤ表】
物流事業者や取引先と予め調整し、トラックの着発時間やゲート番号を指定し計画管理するもの

トラックゲート番号 時間

便名

事例

はじめに（用語集②）
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１．荷待ち・荷役作業の時間短縮について ～各種ガイドライン～

▼「物流革新向けた政策パッケージ」 のポイント

▼物流の適正化・生産性向上に向けた
荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン

▼【部工会】
物流適正化・生産性向上に向けた自主行動計画

政府からのガイドラインを受け、部工会として自主行動計画を策定し、乗務員の作業負荷
低減のため、荷主として、荷待ち・荷役作業の時間短縮に取組むようお願いします。

【ポイント】
• 荷主責任による荷待ちや荷役作業等にかかる時間を作業場毎に１時間以内を目標とする
• すでに１時間以内を達成していたとしても、作業効率・生産性の向上による物流コストの削

減に向けて、更なる作業時間短縮に努める

令和5年6月 令和7年8月改訂

令和5年6月

改定版

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/seisaku_package.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/seisaku_package.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001612797.pdf
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001612797.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/2508_JAPIA%20Logistic%20Action%20Plan.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/2508_JAPIA%20Logistic%20Action%20Plan.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/2508_JAPIA%20Logistic%20Action%20Plan.pdf
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/2508_JAPIA%20Logistic%20Action%20Plan.pdf
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２．荷役時間の把握と管理について ～荷待ち・荷役作業の時間管理～

【入門】
＠場内入口

【荷卸し】
＠ゲートA

【退門】
＠場内出口

【荷積み】
＠ゲートB

事例

① 荷役作業の時間管理：荷役作業の開始から終了までを 「荷役作業時間」 と定義し、作業場毎に時間を把握して管理する
② 荷待ち管理：トラックゲート毎のトラック着発時間の計画と実績の乖離を管理することで、荷待ち時間管理を補完する

→ 乗務員の自主的な早着は荷待ち時間として考慮しない

時間軸 → 場内移動 荷待ち 荷役作業 移動 荷待ち 荷役作業 場内移動

対象外

① 荷役作業の
時間管理 対象外

① 荷役作業の
時間管理 対象外

② 荷待ち管理 ② 荷待ち管理

② 荷待ち管理（計画と実績の乖離管理）

9:00 10:00 11:00 12:00 13:00

計
画

実
績

１便 ３便２便 ４便

１便 ３便２便 ４便

５便 ６便

５便 ６便

1. ゲート毎のトラック着発時間の計画は１時間以内/便とする
2. 計画と実績の乖離時間は、「終了時間」 で確認する（左記A,B,C）

※乗務員の拘束時間を計画遵守するという考え方のもと、「終了時間」で管理

3. 終了時間：計画＜実績の場合、原因究明
4. 上記、原因に対し再発防止策や改善策を講じるA B C

次ページ参照

改定版
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２．荷役時間の把握と管理について ～荷役作業の時間管理～

荷役作業の時間管理：荷役作業の時間を把握し、以下の場合には原因究明の上、再発防止策や改善策を講じる
① 荷役作業時間がダイヤ表上の計画時間を15分以上超える場合
② 荷役作業の終了時間が、計画 ＜ 実績 の場合（4ページ下段参照）

荷役作業の作業開始・終了時に打刻して、その時間管理をする 「時間管理ツール」 を開発（詳細は次ページ以降参照）

日本自動車部品工業会ホームページより無償でダウンロード可能 ※ダウンロードはこちらから → 「時間管理ツール」

上記の通り、荷役作業の時間管理方法は市場に出回っているものも含め様々であるため、個社の状況に合わせて、
それに適した時間管理方法を検討、選択してください。
なお、本時間管理ツールはあくまでも簡易的なものであり、荷役作業の時間を把握するための最小限の機能しかありません。

事例 コスト 汎用性
工数
負担 備考

A：フォークリフト鍵の貸出・返却管理 〇 △ △ フォークリフトを使用しない場合、管理できない

B：トラック発着センサー × △ 〇 発着時間の情報が自動で吸い上がるが、システム導入にコストがかかる

C：作業開始・終了の打刻管理 〇 〇 △
乗務員に打刻をしてもらう手間はかかるが、乗務員の荷役作業がない場
合でも、トラック停車時間を把握できるなど、汎用性が高い

コスト：導入するための設備投資
汎用性：どの会社、トラックステーションでも適用できるか
工数負担：運用面での＋αの仕事【事例：荷役作業の時間把握方法】

改定版

https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/202409_Time%20Stamp%20tool.xlsm
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２．荷役時間の把握と管理について ～ 時間管理ツール～

＜時間管理ツール：マクロ機能を活用したエクセル＞ Sheet１
乗務員入力画面

Sheet２
管理者画面

③①

【運用イメージ：乗務員入力画面】

① 便名リストから自身の便名を選択
② 作業開始打刻
③ 現在時刻が開始打刻に反映
④ 荷役作業開始
⑤ 荷役作業終了
⑥ 便名リストから自身の便名を選択
⑦ 作業終了打刻
⑧ 現在時刻が終了打刻に反映

⑧

② ⑦

開始・終了打刻
情報が自動で
Sheet２に反映

Ⅰ Ⅱ

【運用イメージ：管理者画面】

I. 適宜、各便の荷役作業時間を確認
II. 別で管理しているダイヤ表と照合し、計画と実

績に乖離がないか確認
III. 乖離がある場合（前ページ参照：計画を15

分以上超える場合または終了時間が計画＜
実績の場合）には同様に原因究明し、再発
防止策を講じる

改定版
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荷主
（自社）

ダイヤ表

時間管理
ツール

乗務員

２．荷役時間の把握と管理について ～時間管理ツールを活用した想定する業務フロー～

ダイヤ表作成

「作業開始」
打刻

ゲート入場

PC設置場へ

荷役作業
実施

ゲート退場

「作業終了」
打刻

常時状況確認 時間管理ツール（実績）と
ダイヤ表（計画）の照合

原因究明
再発防止策の立案・実行

実績登録 実績登録

調整・合意

PC設置場へ

№

　

3

4

1

2

18:0012:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:006:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00

A工場 トラックステーションダイヤ表
実施日 2024/7/*

★
11Ｄ50
部材他
転送便

①

501
Z-Q工場間転送

Ａ

①

E社
小牧
①

354
D

商事
東富士

C20
B工場転送

①

C社
刈谷

B物流センター出荷品一時置場

室 長 係 長 作 成

★
095
湖
西
地
区

123
P社
三重

C20
B工場転送

②

Ｃ22
G工場間
転送
②

071
F
社
安
城

②

Ｂ02
R加工

Ｂ

■
**化成

数字＝路線No
★＝仕入先
■＝自社手配

ZZ852
QQ
運輸
松尾
太田

600
K
L
C

C33
K社専用便

④

087
L
社

豊

田

①

C33
K社専用便

②

501Z-Q
工場間
転送
Ａ

②

★
084
Q
社

三

好

B

138
ZY富士松

⑥
空・積

502
U社
集荷
④

C11

支

給

品

転

送

502
U社
集荷
③

502
U社
集荷
②

502
U 社
集荷
⑤

C33
K社専用便

③

Ｃ22
G

工場間
転送

124
OPQ
ロジ

Ａ52
L社
入庫
便

E67

R

社

足

利

343
R社
部品
月曜積

415

T社

西宮
他

S02
Vセンター
集荷
⑥

C21
J運輸
転送
①
帰り

216
TL
一宮

転送

E50
W
化成
・

X
理工

S02
Vセンター
集荷
⑫

S02
Vセンター
集荷
⑬

120
Mロジ

341
N

社

静

岡

西

C21
J運輸
転送
①
帰り

S02
Vセンター
集荷
③

S02
Vセンター
集荷
④

S02
Vセンター
集荷
⑤

S02
Vセンター
集荷
⑧

S02
Vセンター
集荷
⑨

S02
Vセンター
集荷
⑩

S02
Vセンター
集荷
⑪

S02
Vセンター
集荷
⑭

A56
H
合
成

073

刈

谷

地

区

②

E40
M社
OP
①

S02
Vセンター
集荷
⑦

094
S協力会

①

承認済

【乖離がある場合】

① 計画15分超過
② 終了時間が計画＜実績

【注意事項】
時間管理ツールを操作するための端末（PCやタブレット
など）が必要になります。
乗務員は他社の方になりますので、個社の機密情報管
理規則に則った運用をお願いします。

以下はあくまでも事例になりますので、個社の状況に合わせてご活用ください。

改定版
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№

　

3

4

1

2

18:0012:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:006:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00

A工場 トラックステーションダイヤ表
実施日 2024/7/*

★
11Ｄ50
部材他
転送便

①

501
Z-Q工場間転送

Ａ

①

E社
小牧
①

354
D

商事
東富士

C20
B工場転送

①

C社
刈谷

B物流センター出荷品一時置場

室 長 係 長 作 成

★
095
湖
西
地
区

123
P社
三重

C20
B工場転送

②

Ｃ22
G工場間
転送
②

071
F
社
安
城

②

Ｂ02
R加工

Ｂ

■
**化成

数字＝路線No
★＝仕入先
■＝自社手配

ZZ852
QQ
運輸
松尾
太田

600
K
L
C

C33
K社専用便

④

087
L
社

豊

田

①

C33
K社専用便

②

501Z-Q
工場間
転送
Ａ

②

★
084
Q
社

三

好

B

138
ZY富士松

⑥
空・積

502
U社
集荷
④

C11

支

給

品

転

送

502
U社
集荷
③

502
U社
集荷
②

502
U 社
集荷
⑤

C33
K社専用便

③

Ｃ22
G

工場間
転送

124
OPQ
ロジ

Ａ52
L社
入庫
便

E67

R

社

足

利

343
R社
部品
月曜積

415

T社

西宮
他

S02
Vセンター
集荷
⑥

C21
J運輸
転送
①
帰り

216
TL
一宮

転送

E50
W
化成
・

X
理工

S02
Vセンター
集荷
⑫

S02
Vセンター
集荷
⑬

120
Mロジ

341
N

社

静

岡

西

C21
J運輸
転送
①
帰り

S02
Vセンター
集荷
③

S02
Vセンター
集荷
④

S02
Vセンター
集荷
⑤

S02
Vセンター
集荷
⑧

S02
Vセンター
集荷
⑨

S02
Vセンター
集荷
⑩

S02
Vセンター
集荷
⑪

S02
Vセンター
集荷
⑭

A56
H
合
成

073

刈

谷

地

区

②

E40
M社
OP
①

S02
Vセンター
集荷
⑦

094
S協力会

①

承認済

【ダイヤ表管理】
物流事業者や取引先と予め調整し、トラックの着発時間※やゲート番号を指定し計画管理すること
※時間帯の指定ではなく、あくまでも時刻指定とすることを推奨

トラックゲート番号 時間

便名

事例

３．トラック着発管理について
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４．荷役作業について ～パレット単位の荷役作業～

判定基準 NG OK

状態 箱単位 パレット単位

イメージ

乗務員の荷役作業負荷低減および時間短縮のため、箱単位での荷役作業ではなく、一定数の箱を１度に運ぶことが
できるパレット単位での荷役作業（パレットを活用した荷積み、荷卸し作業）を推奨

判定基準 NG OK

作業原単位 箱単位 パレット単位

写真

載替

判定基準 NG OK

作業原単位 箱単位 パレット単位

写真

載替

判定基準 NG OK

作業原単位 箱単位 パレット単位

写真

載替
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判定基準 NG OK

状態 乗務員がパレットに空箱を荷合わせ
荷主側で荷合わせ
（荷山形成がすでに完了しており、乗務員は引き取り作業のみ）

イメージ

４．荷役作業について ～荷山形成～

乗務員の荷役作業負荷低減および時間短縮のため、荷山形成（荷合わせ）※は荷主側で実施することを推奨
※荷山形成（荷合わせ）：トラックの荷台への積荷配置と同じ状態（順番や場所）で、積荷を予め配置しておくこと
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改訂歴

2025年9月
一般社団法人 日本自動車部品工業会

日付 内容

作成 2024年9月 荷役作業の重点管理チェックリストの解説集として作成

改訂 2025年9月 25年4月物効法改正に伴い荷役作業の時間目標を１時間以内に変更

改定版
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目的
運送契約の適正化に向けて、法令や政府ガイドラインに則った運賃の設定が
できているか自己診断する

設問
内容

「運賃」と役務等の対価である「料金」について、物流事業者と確認・協議する項目を明
確にし、適正な水準で設定するためのステップに沿ってチェック項目を構成

全21設問 ※青字：今回の法改正を受けた見直し箇所
1. 物流事業者との運送契約の締結にあたって（５問）
2. 物流事業者との運賃の協議にあたって（１０問）
3. 物流事業者との運賃決定にあたって（２問）
4. 運送契約締結時の書面相互交付義務について（１問）
5. 下請取引の適正化（４問）

別添
資料

【解説集】
標準的な運賃や法の理解向上、設問の意図を説明するために、各設問に関する
詳細を記載したもの（回答欄右側に解説集の該当ページを記載）

① 法の理解向上のためのスライドを追加 ② 書面交付事例のスライドを追加

物流支援ツール：運送契約・運賃チェックリスト
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物流支援ツール：運送契約・運賃チェックリスト

見直し箇所①：自社管理と取引先の荷役作業の明確化
(2) 輸送以外の荷役作業について

• 荷積みや荷卸し作業など、乗務員が行う荷役作業が物流事業者との間で明確になっている。
• 当該荷役作業の時間が物流事業者との間で明確になっている。

• 自社管理の荷積みや荷卸し作業など、乗務員が行う荷役作業およびその時間が明確になっている。
• 取引先（納入先・仕入先）の荷積みや荷卸し作業など、乗務員が行う荷役作業およびその時間が
取引先とで明確になっている。

見直し箇所②：【法令】 運送契約締結時の書面交付義務を反映
４．運送契約の書面化について

• 書面又はメール等の電磁的方法にて、物流事業者双方で運送契約書類を保管している。

• 【法令】 運送契約締結時に、6つの必須記載事項※について記載した書面を物流事業者と取り交わ
している。

見直し箇所③：２次下請を超えないよう留意する旨を追加
５．下請取引の適正化について

• 適正な運賃・料金の収受を妨げる一因となる多重下請構造を特段の事情なく発生しないよう留意して
いる。

• 適正な運賃・料金の収受を妨げる一因となる多重下請構造を特段の事情なく、２次下請を超えない
よう留意している。

見直し箇所④：荷主としても能動的に元請物事業者に対し法令遵守を促す旨を追加
５．下請取引の適正化について

• 元請事業者に対し、貨物自動車運送事業法（トラック法）を順守できるよう、荷主として必要なサ
ポートを実施している。

見直し後

見直し後

見直し後

見直し後
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【解説集】
運送契約・運賃チェックリスト

2025年9月
一般社団法人 日本自動車部品工業会

１．「標準的な運賃」
・ 構成要素
・ ① 距離制/時間制運賃表
・ ② 距離制/時間制運賃表に考慮されていない要素
・ ③ 燃料上昇分

P1～P4

２．基本的な考え方（自動車業界のスタンス） P5

３．原材料・エネルギー等の価格転嫁ツール P6

４．運送契約の書面交付 P7、8

５．下請取引の適正化 P9

改定版
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１．標準的な運賃 構成要素
出所：「標準的な運賃」の見直しについて
令和６年１月１１日 物流・自動車局 貨物流通事業課

• 物流事業者が適正な運賃を算出し、荷主との運賃協議に臨むにあたっての参考指標として、「標準的な運賃」制度を創設
（令和2年4月）

• 燃料高騰分や高速道路料金なども含めて適正に転嫁できるよう、荷待ち・荷役などの輸送以外のサービスの対価について
「標準的水準」、下請に発注する際の手数料などの多様な運賃・料金を設定した新たな「標準的な運賃」を告示（令和6年3月）

①
距離制/時間制

運賃表

②
上記運賃表に

考慮されていない
要素

③
燃料上昇分

① 下記条件に基づき運賃表によって決まる分

・ 距離 または 時間
・ 地域
・ 車格

② 個社毎の状況に基づき上乗せする分

③ 燃料費：120円/ℓを超える分
走行距離 ÷ 車両燃費 × 燃料費上昇分

（例）
・ 荷役作業 → 有 or 無 → 時間給
・ フォークリフト作業 → 有 or 無 → 時間給
・ 運送日 → 平日 or 休日 → 割増率

標準的水準により
設定あり

↓
左記、

太字の場合

標準的な運賃

＋

＋

個別
計算

実態に応じて

P3参照

P2参照

P4参照

基礎運賃
（自働決定）

（①＋②＋③）

標準的な運賃

政府ガイドライン

＝

× 利用運送手数料
（10%）

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001732621.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001726549.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001732621.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001732621.pdf
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費目
距離制/時間制運賃表に考慮されている要素（＝算出根拠）

地域 車格 前提条件や参照元など

固定費
人件費 令和4年度賃金構造基本統計調査に基づく給与平均（法定外福利含む）、週40時間

車両費 〇 〇 地域物価指数を考慮した本体費および付属備品等の費用、償却５年

変動費

燃料費 〇 全国一律：120円/ℓ、原価調査結果に基づく車両燃費（全国平均）

タイヤ費 〇 〇 地域物価指数を考慮した本体費および交換工賃、交換頻度、交換までの走行距離

車検・修理費 〇 〇 地域物価指数を考慮した車検整備費および一般修理費、年間走行距離

その他 待機時間料 〇 待機時間30分（荷待ち時間30分）

参考：上記に考慮されていない要素（次ページに一部詳細を記載）

• 特殊車両割増
• 週40時間を超える割増、休日・深夜・早朝割増、速達割増
• 待機時間30分を超える人件費、荷役作業に関わる人件費

基礎となる運賃として、（１）距離または時間、（２）車格、（３）地域 の３つの条件によって設定
国土交通省告示第二百九号：「標準的な運賃」 第Ⅰ項参照
なお、距離制または時間制のどちらを選択するかは、運送状況に鑑みて決定する

ソース元：賃金構造基本統計調査、経営分析報告書、原価調査結果

１．標準的な運賃 ① 距離制/時間制運賃表

• 有料道路料金
• 120円/ℓを超える燃料費
• 保管料金（駐車場代など）や車両の保険料費

貸し切りではなく、複数の荷主からの貨物を混載（共同輸送＝個建運賃）する場合、車格に応じた最大積載可能
個数または重量に応じた運賃表の金額を適用できる

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001732621.pdf
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以下はあくまでも代表的な項目であり、詳細は「標準的な運賃」の第Ⅲ項～第Ⅸ項（第Ⅶ項を除く）を参照ください。

１．標準的な運賃 ② 距離制/時間制運賃表に考慮されていない要素

車格別

時間

小型車

（２ｔクラス）

中型車

（４ｔクラス）

大型車

（10ｔクラス）

トレーラー

（20ｔクラス）

30分を超える場合において30分までごとに発生する
金額

1,680円 1,760円 1,890円 2,220円

積込料・取卸料の適用時間を合わせて2時間を
超える場合において30分までごとに発生する金額

2,010円 2,110円 2,270円 2,670円

車格別

時間/内容

小型車

（２ｔクラス）

中型車

（４ｔクラス）

大型車

（10ｔクラス）

トレーラー

（20ｔクラス）

30分までごとに発生する
金額

フォークリフト又はトラック
搭載型クレーンをした場合

2,080円 2,180円 2,340円 2,750円

手積みの場合 2,000円 2,100円 2,260円 2,650円

待機時間料の適用時間を

合わせて2時間を超える

場合において30分まで

ごとに発生する金額

フォークリフト又はトラック
搭載型クレーンをした場合

2,490円 2,610円 2,810円 3,300円

手積みの場合 2,400円 2,520円 2,710円 3,180円

【待機時間料】

【積込料・取卸料】

単位：円/30分

単位：円/30分

日曜祝祭日に運送した距離に限る ２割

午後10時から午前5時までに運送した距離に限る ２割

【休日割増/深夜・早朝割増】 ＜算出事例＞

＜算出事例＞

＜算出事例＞

［前提条件］
地域：関東運輸局、車格：中型車、
運送距離：100km (うち、50kmは午後10時から午前2時の運送)

［前提条件］
車格：中型車、待機時間：計180分

［前提条件］
車格：中型車、荷役作業：計150分
積込・取卸方法：フォークリフト

0～ 30分：運賃表に織込済み =   0円
  30～120分：1,760円 × 3 ＝ 5,280円
120～180分：2,110円 × 2 ＝ 4,220円

計：9,500円

0～120分：2,180円 × 4 ＝ 8,720円
120～150分：2,610円 × 1 ＝ 2,610円

計：11,330円

距離制運賃表より：38,290円
うち、50km分は深夜時間帯であることから
38,290 ÷ 50/100km × 20% ≒ 3,830円

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001732621.pdf
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１．標準的な運賃 ③ 燃料上昇分

基準価格 120.0円/ℓ

改定の刻み幅 5.0円/ℓ

改定条件 改定の刻み幅5.0円/ℓの幅で軽油価格が変動した時点で、翌月から改定する

廃止条件 軽油価格が120.0円/ℓを下回った時点で、翌月から廃止する

計算式

距離制運賃 走行距離（km）÷ 車両燃費（km/ℓ）× 算出上の燃料価格上昇分（円/ℓ）

時間制運賃 平均走行距離（km）÷ 車両燃費（km/ℓ）× 算出上の燃料価格上昇分（円/ℓ）

個建運賃 1個または1重量あたりの運賃の算出にあたって用いた距離制運賃または時間制運賃の計算式に準ずる

以下の算出方法に基づいて算出する

調達している軽油価格

燃料サーチャージ算出上の

代表価格

燃料サーチャージ算出上の

燃料価格上昇額

基準額 120.0円/ℓ -

～ 120.0円/ℓ 廃止

120.0円/ℓ超 ～ 125.0円/ℓ 122.5円/ℓ 2.5円/ℓ

125.0円/ℓ超 ～ 130.0円/ℓ 127.5円/ℓ 7.5円/ℓ

130.0円/ℓ超 ～ 135.0円/ℓ 132.5円/ℓ 12.5円/ℓ

135.0円/ℓ超 ～ 140.0円/ℓ 137.5円/ℓ 17.5円/ℓ

140.0円/ℓ超 ～ 145.0円/ℓ 142.5円/ℓ 22.5円/ℓ

145.0円/ℓ超 ～ 150.0円/ℓ 147.5円/ℓ 27.5円/ℓ

燃料サーチャージの改定条件と算出上の燃料価格上昇額テーブルは下表のとおり

・
・
・

【その他】

• 燃油価格が205.0円/ℓを上回った場合は、
改定の刻み幅5.0円/ℓの幅で算出上の代表
価格および算出上の燃料価格上昇額を算出する

• サーチャージ算出には、車格に応じた燃料費を
考慮し、物流事業者において設定する

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001732621.pdf
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２．基本的な考え方（自動車業界のスタンス）

自動車業界としての「標準的な運賃」に対する考え方は下記のとおり
• 荷主の立場で、「標準的な運賃」の内容（P１～４）を正しく理解すること
• 「標準的な運賃」に考慮される要素を踏まえた運賃設定とすること

→ その上で、物流事業者との運賃協議に真摯に向き合い、荷主として襟を正す姿勢で能動的に取組む

政府ガイドラインである「標準的な運賃」はあくまでも参考指標であり、各社の運送条件に応じて状況は変わるため、
必ずしも運賃表や標準的水準、それらの計算方法に則った運賃の設定をしなければならないわけではない

＜運賃協議、設定の進め方＞

荷積み 運送 荷卸し

<運送条件の明確化>
• 輸送距離や時間（時間帯や曜日含む）
• 荷量、車格、便数
• 有料道路の活用有無を含む輸送ルート

＠発荷主 ＠着荷主

＜荷役作業の明確化＞
• 荷役作業の有無
• フォークリフト活用有無
• 荷待ち時間有無

＜荷役作業の明確化＞
• 荷役作業の有無
• フォークリフト活用有無
• 荷待ち時間有無

運賃設定
（乗務員の実作業の対価）

物流事業者と合意している計算方法や計算式に基づき、

＋

変動要素
（燃料費や人件費など）

国交省「標準的な運賃に係る実態調査結果」より

標準的な運賃の内容を理解し、それらに考慮されている
要素を把握し、物流事業者と共に明確にする

①距離制/時間制

運賃表

②上記運賃表に
考慮されていない

要素

③燃料上昇分↑襟を正す姿勢で、物流事業者との協議に真摯に向き合う

標準的な運賃

標準的な運賃と比較し
大きな乖離がないか確認

標準的な運賃に対し少なくとも
８割以上が望ましいが、重要な
ことは物流事業者と荷主の間で
その理由となる算出根拠などが
明確になっていること

改定版
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３．原材料・エネルギー等の価格転嫁ツール（燃料費の変動に伴う物流費の増減）

部工会では、円滑な価格交渉、適切な価格転嫁など、取引適正化の活動の一環として、燃料費の変動に伴う物流費の増減が
一目でわかるコスト指標ツールを開発・情報提供 → 原材料・エネルギー等の価格転嫁ツール ※ダウンロードはこちらから

また、本価格転嫁ツールを活用した実際の事例も掲載
原材料費・エネルギー費・物流費・労務費の価格転嫁事例集（８ページ参照）

【原材料・エネルギー等の価格転嫁ツール】

【原材料費・エネルギー費・物流費・労務費の価格転
嫁事例集（８ページ参照）】

Ⅰ：前提となる条件を入力

Ⅱ：１車あたりの燃料費が自動的に算出されグラフ化

Ⅲ：必要に応じて期間を調整

左記から得られた情報に基づき、運賃→製品単価へ反映する事例
【注意事項】 本事例は複数の荷主による混載（共同輸送）の場合

https://www.japia.or.jp/topics_detail/id=3938
https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/torihikitekiseika/torikumijirei/240801_genzairyou_energy_butsuryu_roumuhi_tenkajirei.pdf
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【ポイント②】
６つの必要記載事項は１つの書面で網羅する必要はない
ただし、以下の留意事項に注意すること

・ 各書面（当初書面と後日書面）の関連性を確認できること
・ 後日書面だとしても運送を行う前に交付すること

４． 運送契約締結時の書面交付義務 改定版

運送契約の範囲や運賃・料金の明確化を図るため、運送サービス（附帯業務等も含む）の内容やその対価等について、
記載した書面を荷主・物流事業者間で取り交わすことを義務化（’25年4月1日 貨物自動車運送事業法の改正）
→ 当該書類の作成にあたり、荷主として協力しない等の場合には、トラック・物流Gメンによる是正指導の対象となる可能性あり

＜記載が必要な６つの事項＞
①運送役務の内容・対価 ②荷役作業等が含まれる場合にはその内容・対価 ③その他の特別に生ずる費用に係る料金、
④運送契約の当事者の氏名・名称及び住所 ⑤運賃・料金の支払方法・（支払期日） ⑥書面の交付年月日

法令 「改正貨物自動車運送事業法Q＆A 第2項」 参照

【ポイント①】
交付書面の形態・様式などは問われず、荷主・物流事業者間で合意があれば、
電子メール・FAX等の電子書面でも可（電話のみのよる運送依頼はNG）

＜交付書面事例＞
基本契約書、運賃・料金単価表、運行ダイヤ表、運送手配依頼書、
料金表、運賃・料金基準明細、見積書など

運送前に不確実な事項がある場合（当日の交通状況に応じ有料道路の活用有無を判断する場合
など）は、後日内容が決定した時点で、その内容が記載された書面を別途交付することは問題ない

運送依頼書 見積書

関連性 運送

（当初書面） （後日書面） （後日書面）

例：「基本契約書」 に基づき、・・・
X月XX日に運送依頼のあった件につき、・・・

【荷主として運送前に以下を徹底】
• 「運送役務 (何を/どれくらい/どこからどこまで/どうやって)の内容」と「荷役作業の内容」を明確にし、左記内容を書面に明記の上、運送依頼をすること
• 依頼内容に基づき、物流事業者より「運送役務の対価＝運賃」と「荷役作業の対価＝料金」が明記された書面を受け取ること

（）内：物流事業者が取適法の
対象となる場合

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001860035.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001860035.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001860035.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001860035.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001860035.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001860035.pdf
https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001860035.pdf
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４． 運送契約締結時の書面交付義務（事例） 改定版法令

交付書面
必要記載事項

基本契約書
（取引開始時）

運送手配書
（運送依頼時）

見積書
（運送前）

①運送役務の内容・対価 〇 〇 〇

②荷役作業の内容・対価 〇 〇 〇

③特別に生じる費用に係る料金 〇 〇 〇

④運送契約の当事者の氏名・住所 〇

⑤運賃・料金の支払方法 〇

⑥書面の交付年月日 〇 〇 〇

（）内：タイミング

運送依頼書
（メールでも可）

見積書
（メールでも可）

低 粒度 高

＜STEP１：基本契約書と運賃・料金算出テーブル＞
物流事業者と取引を開始する際に大枠の運送や荷役作業の
役務の内容や労務費・燃料費の単価を取り交わすための書面

＜STEP２：運送依頼書・見積書＞
運送を開始する前に、日々の運送における荷量や運送時間・経路、荷量に
応じた荷役作業時間、それらに基づく運賃と料金などを取り交わすための書面

【記載事項の粒度の違い事例】

基本契約書/
運賃・料金単価表

運送手配書
または見積書

① 運送貨物、労務費/車
両費、燃料費等の単価

荷量、運送距離、運送
時間に応じた運賃

② 着発場所での荷役
作業の内容や範囲

荷量に応じた荷役作業
の時間とその料金

③ 運送経路を確認の上、
実費精算する旨

有料道路の実費金額

低 粒度 高

低 粒度 高

＜STEP３：運送 → 代金支払＞
運送終了後、運送手配書や見積書記載の前提条件と運送実績に乖離がないか（予期せぬ事態により運送時間や
荷役作業時間が大幅に計画を逸脱していないか）を確認し、必要に応じて物流事業者と協議の上、代金を支払う

【交付書面別の必要記載事項】

電話依頼NG

更新タイミング
少なくとも１年１回、協議の必要
有無を物流事業者に声掛けし、
必要に応じて協議し、更新する

＋

運賃・料金
単価表

運賃・料金単価表

【全日本トラック協会】 改正貨物自動車運送事業法の解説から引用

https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/kaiseijigyoho/text2025.pdf
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/kaiseijigyoho/text2025.pdf
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/kaiseijigyoho/text2025.pdf
https://jta.or.jp/wp-content/themes/jta_theme/pdf/kaiseijigyoho/text2025.pdf
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５．下請取引の適正化 改定版

多重下請構造が適正な運賃・料金の収受を妨げる一因となることから、特段の事情なく２次を超える多重下請による
運送が発生しないよう荷主として留意する（物流適正化・生産性向上に向けた自主行動計画 項目⑫参照）

多重下請構造とは
元請物流事業者が運送業務を下請物流事業者に委託し、さらにその
下請物流事業者が孫請物流事業者へと再委託する構造を指す

多重下請構造が引き起こす問題
• 価格交渉力や営業力が相対的に弱まり、運賃やドライバーの賃金が

上がらず、ドライバーの労働条件や職場環境の悪化を招く
• 中間手数料が発生することにより、物流事業者の収益を圧迫させ、

人、モノ（車両）などへの投資力を低下させる
上記問題は階層が深くなればなるほど顕著となり、ドライバーの担い手
不足や安全管理体制の機能低下を引き起こすリスクを増加させる

’25年4月1日 貨物自動車運送事業法の改正（以下、下請取引に関するものを一部抜粋）

下請
物流事業者

元請
物流事業者

孫請
物流事業者

（実運送事業者）荷主
運送
委託

運送契約
利用
運送

利用
運送

【法令】 実運送体制管理簿の作成
多重下請構造の可視化を図るため、元請事業者に対し、実運送事業者
の名称や請負階層等を記載した「実運送体制管理簿」の作成が義務化

荷主

元請物流事業者

実運送体制管理簿を作成

下請
物流事業者

孫請
物流事業者

（実運送事業者）

運送
委託

利用
運送

利用
運送

閲覧
請求可

【努力義務】 健全化措置
利用運送を行う際に、物流事業者に対し、委託先への発注行為の適正化
を図ること（以下、措置内容）を努力義務化
＜措置内容＞
1. 実運送コストの把握（概算額を把握した上で利用運送を申し込む）
2. 低運賃・料金に係る荷主への交渉の申出
3. 委託先に再々委託の制限等の条件を付与（ex.孫請はNGなど）

いづれも荷主に対するものではなく、物流事業者に対する法令または努力義務となるが、発注者として襟を正す姿勢で
下請構造の把握や元請物流事業者が法令遵守できるよう、荷主として必要なサポートをするよう心掛ける

https://www.japia.or.jp/files/user/japia/work/buturyu/2508_JAPIA%20Logistic%20Action%20Plan.pdf
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改訂歴

2025年9月
一般社団法人 日本自動車部品工業会

日付 内容

作成 2024年9月 運送契約・運賃チェックリストの解説集として作成

改訂 2025年9月
25年4月トラック法改正に伴い、以下スライドを追加
・ 運送契約締結時の書面交付義務（7、8ページ）
・ 下請取引の適正化（9ページ）

改定版
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【依頼事項】
トラック・物流Gメン「集中監視月間」に先立ち、自主行動計
画の内容を理解いただき、下記「物流支援ツール」を活用し、
自己診断を実施の上、必要に応じて是正処置をお願いします。

【トラック・物流Gメン】
国交省では、「トラック・物流Gメン」が悪質な
荷主・元請事業者等の是正指導を実施中
▼主な是正指導の対応

トラック・物流Gメン 「集中監視月間」 が今年も
実施される予定（昨年11、12月）
法改正もあり、例年よりさらに強化される可能性あり

＜参考：これまでの活動実績＞
勧告：４件、要請：187件、働きかけ：1,668件

最後に：依頼事項

① 荷役作業の重点管理チェックリスト
荷役作業の時間短縮のために、実施
推奨項目が一覧化されたチェックリスト
（自己診断ツール）
※解説集も参照ください。

② 運送契約・運賃チェックリスト
発注者の立場で運賃も含めた運送契
約全般に関する項目が一覧化された
チェックリスト
（自己診断ツール）
※解説集も参照ください。

トラック手配をしている荷主（第１種
荷主）は物流事業者毎に必ず確認、
自己診断をお願いします。

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000116.html
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000116.html
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000116.html
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ご静聴いただきありがとうございました。



【公益社団法人 全日本トラック協会】

運送業界の取組紹介



物流効率化に向けた

トラック運送業界の取組について

令和７年９月１７日

日本自動車部品工業会
物流適正化・生産性向上に向けた自主行動計画の改訂に関する説明会



・改正貨物自動車運送事業法
（書面交付義務化）への対応について

・物流効率化に向けた取組へのお願い

・トラック適正化二法の概要

目 次
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改正物流法

新物効法（流通業務の総合化効率化の促進に関する法律） 改正貨物自動車運送事業法

荷主･物流事業者間の商慣行を見直し、
荷待ち･荷役等時間の削減や積載効率の向上を図る

物流業界の多重下請構造の是正に向けた取組につな
げるとともに、実運送事業者の適正運賃収受を図る

改正物流法の趣旨・目的

令和７年４月１日施行（一部令和８年４月施行）

全てのトラック事業者に義務付け
（努力義務含む）

全ての荷主と物流事業者に努力義務付け
（一定規模以上の事業者は義務付け）

2



3

書面交付義務について





 

   

欄は、書面交付義務における記載必須項目

Ⅰ 運送契約の当事者等

Ⅱ 運送の役務

有 ・ 無

両

Ⅲ 荷役作業・附帯業務等

無 ・ 有 無 ・ 有

Ⅳ 運賃及び料金

円 円 円

円

円

円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円

円

円

Ⅴ その他

・上記のとおり運送を引き受けます。

運送引受者（貨物自動車運送事業者）

住所
E-mail

【担当者名】

運送申込書／運送引受書　
（※）申込者は太枠内を記入します。

　　　ただし、申込者が個人（個人事業主を除く）又は貨物

　　　自動車運送事業法第12条第１項の「真荷主」である

　　　場合、申込時にグレー部分は空欄でも構いません。

申込日

申込者

社名又は
氏名

電　話

ＦＡＸ

標準貨物自動車運送約款（令和○年○月○日最終改正）の内容について承諾

荷受人

社名又は
氏名

電　話

ＦＡＸ

住所
E-mail

【担当者名】

運送を
引き受ける者

社名又は
氏名

電　話

ＦＡＸ

集貨先／発送地
集貨／発送の

希望日時

配達先／到着地
配達／到着の

希望日時

住所
E-mail

【担当者名】

運送の扱種別 車種 台数

運送保険加入の委託

品名 品質 重量又は容積 荷造りの種類及び個数

有料道路利用料（税込）

積込み作業の委託 予定作業時間　（　　　　　） 取卸し作業の委託 予定作業時間　（　　　　　　）

附帯業務の内容

積込料

取卸料

待機時間料

運　賃 燃料サーチャージ

保管 検収及び検品

横持ち及び縦持ち 棚入れ

（見込み待機時間：　　　　　　分、　　　30分あたり単価：　　　　　　円）

品代金の取立て 荷掛金の立替え

荷造り 仕分け

消費税額 運賃及び料金の
支払方法合計額

ラベル貼り はい作業

その他附帯業務（　　　　　　　）

附帯業務料

引受日

集貨／発送の
予定日時

配達／到着の
予定日時

【車両番号】 【運転者名】

① 運送の役務の内容及び対価

② 運送契約に運送の役務以外の役務
（荷役作業、附帯業務等）が含まれる
場合には、その内容及び対価

③ その他特別に生じる費用に係る料金
（例：有料道路利用料、燃料サーチャージなど）

④ 運送契約の当事者の氏名又は名称
及び住所

⑤ 運賃・料金の支払方法

⑥ 書面の交付年月日

【交付書面の記載事項】

紙（書面）だけでなく

メールでも、ＦＡＸでも可

これまで使用していた様式を
活用することも可

（不足項目があれば対応が必要）

交付書面の記載事項

4



欄は、書面交付義務における記載必須項目

作成者：

担当者名 Email TEL

営業所名

住所

申込日 申込No

運送申込書／運送引受書

引受者

会社名 営業所名

住所

担当者名 Email TEL

申込者

会社名

品　名

重量・容量 数量 附帯作業

発地名 発地　希望日時

着地名 着地　希望日時

運　賃
(※)

燃料サーチャージ
(※)

待機料
(※)

0
有料道路料（税込） 積込み・取卸し料

(※)
その他附帯作業料

(※)
割増料
(※)

消費税
(※印項目で計算) 0 合計

備考
(荷役作業等の内容、他)

運送引受日 運賃及び料金の
支払い方法

支払期日

・上記のとおり運送を引受けます。 運送引受者                                        　

荷主⇔運送事業者間における参考様式（１２条に基づく書面交付の参考様式）

参考様式

5



荷主→運送事業者宛ての運送依頼メール 運送事業者→荷主宛ての運送依頼受託メール

6

電子メールによる場合のサンプル（国交省Q&Aの内容を全ト協で一部加工）



問2-6 運送契約を締結する時点で法定の記載事項はすべて網羅していなければいけませんか。

問2-6-2 問2-6の場合、書面の保存期間の考え方はどのようになりますか。

問2-8 有料道路利用料について、交付書面には通行予定の有料道路の利用料を記載していたところ、当日の道
路状況により通行区間を変更したため、利用料が予定していた額と異なるものになりました。このとき、実際に
要した有料道路利用料について改めて書面を交付する必要はありますか。

よくある質問例 （国土交通省作成 改正貨物自動車運送事業法 Ｑ＆Ａより抜粋）

答 運送契約締結時に未定の事項がある場合（例えば附帯業務の有無など）、当該事項以外の事項について書面
交付を行い、後日内容が決定した時点で、その内容について記載した書面を別途交付するという対応をとること
については問題ありません。この場合、当初交付した書面（以下「当初書面」という。）と後日交付した書面
（以下「後日書面」という。）の関連性を確認できるようにしておく必要があります。また、後日交付する書面
については、遅くとも運送が行われる前には交付しなければなりません。

答 後日書面の交付をもって書面交付義務が完全に履行されたものと考えられますので、当初書面も含めて、後
日書面を交付した日から１年間保存する必要があります。

答 実際に要した有料道路利用料について改めて書面を交付する必要はありませんが、運賃・料金等について変
更が生じた場合の取扱いについては、運送契約の締結時にあらかじめ取り決めておくことが望ましいです。

7

書面交付義務 よくある質問例①



問2-10 基本契約書を交付していれば、日々の運送依頼について書面交付は不要でしょうか。

答 法定事項が基本契約書で網羅されていれば、日々の運送依頼について書面交付は不要ですが、例えば、附帯
業務の有無が運送ごとに異なり、各運送依頼時にその有無が確定するような場合には、それぞれの運送依頼ごと
に当該附帯業務の有無等について記載した書面を交付する必要があります。

（出典） 全ト協「トラック運送業における契約書面化の基礎知識」P32、P72
8

書面交付義務 よくある質問例②

（基本契約書 例） （覚書 例）



・改正貨物自動車運送事業法
（書面交付義務化）への対応について

・物流効率化に向けた取組へのお願い

・トラック適正化二法の概要

目 次
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具体的な目標

主に発荷主 主に着荷主

倉庫 港湾 航空 鉄道

第１種荷主 第２種荷主

貨物自動車関連事業者

フランチャイズチェーン本部

荷待ち時間の短縮

荷役等時間の短縮荷役等時間の短縮

積載効率の向上

荷待ち時間の短縮

積載効率の向上

貨物自動車運送事業者

特定第1種荷主
取扱量９万トン以上【予定】
中長期計画・定期報告【義務】
物流統括管理者の選任【義務】

積載効率の向上

荷待ち時間の短縮

荷役等時間の短縮

特定事業者
保管量70万トン以上【予定】
中長期計画・定期報告【義務】

特定事業者
保有車両150台以上【予定】
中長期計画・定期報告【義務】

連鎖化事業者

新物流効率化法 規制的措置の全体像

実効性の確保
のための事項全ての事業者 関係事業者間での連携推進 等

特定第2種荷主
取扱量９万トン以上【予定】
中長期計画・定期報告【義務】
物流統括管理者の選任【義務】

特定連鎖化事業者
取扱量９万トン以上【予定】
中長期計画・定期報告【義務】
物流統括管理者の選任【義務】 10

積載効率の向上

荷待ち時間の短縮

荷役等時間の短縮

125時間
/年・人
短縮

＋

16％
向上

積載効率の向上

荷待ち時間の短縮

荷役等時間の短縮



11

全日本トラック協会作成 荷主向けリーフレット

https://jta.or.jp/wp-content/uploads/2025/08/leafletforninushi.pdf

https://jta.or.jp/wp-content/uploads/2025/08/leafletforninushi.pdf
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13

荷待ち時間の発生状況 等

荷待ち時間
発生している

荷待ち時間
発生していない

発荷主 24.0％ 60.5％

着荷主 20.6％ 60.9％

運送事業者 73.4％ 26.6％
（出典） R2国土交通省 トラック輸送状況の実態調査結果

ほぼ発生していない

38.9%

３０分未満

29.6%

３０分から１時間未満

21.9%

１時間から２時間未満

7.5%

２時間から３時間未満

1.3%
３時間以上

0.8%

荷主における
荷待ち時間の発生状況

（n=1,356)

47.0%

36.1%

32.1%

28.5%

27.7%

18.2%

14.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

荷待ち時間が長い、
荷待ち時間が生じることが多いから

運転時間の長い輸送（長距離輸送
等）を行っているから

荷役作業の時間が長いから

休憩や休息をとる場所がないから

急な依頼、変更等が多いから

（n=368）

荷待ち時間の発生有無に、
荷主と運送事業者の認識に
大きく差が生じている

（出典） 全ト協 荷主企業対象 物流の２０２４年問題対応状況調査結果（2024）

運送事業者における
改正改善基準告示を守れない原因 （複数回答）

（出典） 全ト協 運送事業者対象 物流の２０２４年問題対応状況調査結果（2024）

荷主や元請事業者が理解してくれないから

集荷場所や運送（配達）先が多いから
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改正物流法に関する解説動画 （全日本トラック協会ホームページ掲載）

動画内容

https://jta.or.jp/member/kaisei_jigyoho/douga.html

https://jta.or.jp/member/kaisei_jigyoho/douga.html
https://jta.or.jp/member/kaisei_jigyoho/douga.html
https://jta.or.jp/member/kaisei_jigyoho/douga.html


・改正貨物自動車運送事業法
（書面交付義務化）への対応について

・物流効率化に向けた取組へのお願い

・トラック適正化二法の概要

目 次
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律
貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

○ ドライバーの担い手不足により、何もしなければ2030年には輸送能力が34％不足
○ 物流は国民生活及び経済活動の基盤であり、エッセンシャルワーカーであるトラックドライバーの経済的社

会的地位の向上等により、我が国の物流の持続可能性の確保及び国民経済の健全な発展を図るため、トラッ
クドライバーの適切な賃金の確保とトラック運送業界の質の向上等を目的として、貨物自動車運送事業法を
改正するとともに、それを担保するための新法を制定。（令和7年6月4日成立、6月11日公布）

１．許可の更新制度の導入

トラック運送事業の許可について、５年ごとの
更新制を導入

２．「適正原価」を下回る運賃及び料金の制限

トラック運送事業者は、自ら貨物を運ぶときや、
他の事業者に運送を委託するときは、国土交通大
臣が定める「適正原価」を継続して下回らないこ
とを確保

３．委託次数の制限

トラック運送事業者及び貨物利用運送事業者は、
元請として運送を引き受ける場合、再委託の回数
を二回以内に制限するよう努力義務化

４．違法な「白トラ」に係る荷主等の取締り

許可や届出なく有償で運送行為を行うトラック
（いわゆる「白トラ」）の利用を禁止（罰則付）
荷主等に対しては是正指導も実施

１．基本方針の策定

（１）体制の整備

①許可の更新事務及び②事業適正化支援等を適
切・効率的に実施できるよう独立行政法人に行わ
せる等必要な体制を整備

（２）財源の確保等

上記業務の実施に必要な費用を確保できるよう、 
⑴①について更新手数料等によるほか、⑴②につ
いて広く社会で支える観点から財源措置を検討

２．法制上の措置等

政府は基本方針に基づき、必要な法制上の措置
等を本法律の施行後３年以内を目途として講じる

３．物流政策推進会議
政府は、物流に関する施策の総合的かつ集中的

な推進を図るため、物流政策推進会議を設置
推進会議の下に、連絡調整を行うための関係者

会議を設置

貨物自動車運送事業法の一部改正(令和7年法律第60号) 貨物自動車運送事業の適正化のための体制
の整備等の推進に関する法律(令和7年法律第61号)

担
保（※）貨物利用運送事業者についても同様に規制

（※）適正原価を支払わない荷主については、違反原因行為に
該当するものとして是正指導を実施

（※）標準的運賃については廃止

概要
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ご清聴ありがとうございました



【質疑応答】

Zoomチャット上にてご質問をお願いします。
以下、どちらに関する質問かを明確にした上でご質問をお願いします。

・ 【国交省 物流・自動車局物流政策課】 改正物効法
・ 【国交省 物流・自動車局貨物流通事業課】 改正トラック法
・ 【自工会 物流部会】 物流 自主行動計画の改訂
・ 【部工会 物流WG】 物流支援ツールの見直し
・ 【全日本トラック協会】 運送業界の取組紹介

なお、時間の関係上、すべてのご質問に
回答できない場合がありますので、予めご容赦ください。



ご静聴いただき、ありがとうございました。
本日の説明会に関するアンケートへのご協力をお願いします。

【部工会 会員企業向け】

一般社団法人日本自動車部品工業会 業務部 伊藤、内野

E-mail gyoumu@japia.or.jp TEL 03-3445-4214（業務部）

＜本件に関する問い合わせ＞

事務連絡
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